
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

2601

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24188

国際科学技
術共同研究
協力推進事
業

このまま
推進す
べき

国際科学技術共同研究
協力推進事業は大変重
要である。

国際科学技術共同研究
協力推進事業は今後も
大変重要である。 

2602

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求 

このまま
推進す
べき

是が非でも推進すべき
である。 
科学的な意義のみなら
ず、人と技術を育てる上
でも、国際的な頭脳循
環のためにも、現時点
で強力に推進すること
が最善である。

そもそも、日本を支えて
きた基礎科学は可能な
限り停滞させるべきで
はない。とりわけＢファ
クトリーは、アメリカとの
競争に勝利し、世界最
高の性能を発揮して、
小林・益川のノーベル
物理学賞受賞を決定づ
けたわけであり、最上
の成果をあげ、これから
もあげようとするプロジ
ェクトこそ、最大限推進
すべき。国内外の研究
者、特に若手から注目
されており、高度化のタ
イムリーな推進は意義
深い。

2603

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

（１）本件の計画は、既
存のBファクトリー加速
器を最大限に活用し、
11年間の運転経験を生
かし究極の衝突性能を
目指すものであり、実現
性は非常に高い。（２）こ
の計画の実現により得
られる物理学的成果は
多岐にわたり、かつそ
の期待値は高い。（３）
本計画が目指す「新し
い物理法則の解明」は
JPARCのニュートリノ実
験、CERNーLHCｂなど
他の計画とその成果に
おいて相補的であり、早
期に実現すべきであ
る。（３）KEKの加速器グ
ループは世界的に見て
もその能力は高く評価
されており、本計画の建
設を通じて若手人材の
陶冶をはかることによ
り、日本の基礎研究の
ボトムアップに寄与す
る。（４）したがって本件

Bファクトリー加速器
KEKBは世界最高の性
能（ルミノシティー）を達
成し、Belle検出器はそ
れを利用してCP対称性
の破れに関する小林-
益川理論を実験的に証
明し両氏の2008年ノー
ベル物理学賞受賞につ
ながった。本件の計画
はKEKBの性能を現在
の40倍に上げることに
より、標準理論を越える
新しい物理法則の解明
を目指すものである。圧
倒的に高いルミノシティ
を利用することにより、
本年稼働を始めた
CERN（欧州原子核研究
所）のLHCでも観測にか
からないような未知の
重い素粒子の存在・非
存在を決定することが
可能となり、これからの
素粒子物理学が目指す
べき方向を指し示す世
界で唯一の「羅針盤」と
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の計画は推進すべきで
ある。

しての働きが期待でき
る。

2604

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

この施策は特に積極的
に推進すべきである。

現在、国際化の潮流は
不可避であり、一方で
研究現場の空洞化を阻
止しなければ日本の未
来は存在しない。両者
を両立させるためには、
より一層の国際共同研
究の活性化しか方策は
存在しない。

2605

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24117
重粒子線を
用いたがん
治療研究

このまま
推進す
べき

重粒子線を用いた癌治
療を強力に進め、どこで
も、誰でも受けられる体
制を早急に構築すべき
である。

重粒子線を用いた癌治
療は、他の粒子線以上
に、他の治療法では完
治が困難な難治癌に効
果的であると聞いてい
る。また、超短期治療
（日帰り治療）が可能で
あり、患者への負担が
比較的小さく早期社会
復帰の可能性も高い。
このようなメリットが、こ
れまでの地道な臨床研
究により明らかになって
きており、この成果は国
民は享受すべきであろ
う。

2606

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

基礎科学である原子核
物理学だけでなく様々
な応用研究も進めてい
る加速器施設である。
先日プレス発表された
ように「4日間で45個の
新RI発見」のように、こ
の施設ならではの世界
をリードする成果も順調
に挙がりつつある。より
一層推進すべきと考え
る。

ここの重イオン加速器
で製造される二次ビー
ムの強度は世界最強で
あり、世界に日本が誇
れるものである。ここの
RIビームでしか実現で
きない研究も多くあり世
界的に共同研究が進ん
でいる。この様な世界
一流の施設で最前線の
研究を進めることは、日
本国の発展に寄与する
のはもちろん、世界の
中で日本が尊敬される
国となる第一歩である。
もちろん一流の研究
は、技術革新や産業の
創出にもつながる。

2607
大学・
公的
研究
機関
（独

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
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法・公
設試
等）

COEプログラ
ム

争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。 

することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。 

2608

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。

2609

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業の中のグ
ローバルＣＯ
Ｅプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

グローバルＣＯＥプログ
ラムは、既存の大学組
織では困難であった新
しい研究分野の研究体
制を構築し、人材育成
を行うことに成功してい
る。また、競争的資金の
配分により大学運営に
もグローバルなレベル
での研究競争に取り組
むインセンティブをもた
らした。競争的資金の
獲得が大学にとってより
魅力的なものにするた
めには、間接経費が必
要不可欠である。その
ために、間接経費の復
活を含めた増額が望ま
れる。

グローバルＣＯＥプログ
ラムは、日本の大学間
の研究競争を高め、各
大学が得意とする分野
を自覚し、資源を集中し
効率化するための起爆
剤として十分に機能し
た。新しい分野の教育
体制が整備されてきた
段階での縮小・中断
は、拠点に結集した研
究者の雇用を失わせる
ばかりか育ちつつある
学生の活躍の場を摘み
取ることになる。

2610
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤

このまま
推進す
べき

・大面積での電極及び
配線形成のための低温
焼成インクの開発を行
うことにより、FPDや太
陽電池の高効率化に寄
与し、省エネルギー化
に貢献できる技術だと
思える。

室温大気下加工技術と
しての印刷デバイス製
造技術の確立が、CO２
排出量削減効果、及び
新市場創出、新雇用創
出を推進する上で重要
な施策と評価。

大学・
公的
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2611

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

学術国際交流事業は大
変重要である。

学術国際交流事業は今
後も大変重要である。 

2612
その
他

40～
49歳

経済
産業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

このまま
推進す
べき

国際的に問題となって
いる地球温暖化防止と
エネルギー問題の解決
に直結し、技術立国で
ある我が国の経済興隆
及びプレゼンスを示す
ため本施策は予算を増
額しても可及的速やか
に進めるべきである。

地球温暖化防止は世界
的に急務となっており、
化石燃料代替クリーン
エネルギーが求められ
ています。固体高分子
形燃料電池はその性能
から自動車用エネルギ
ー源として適したものと
して、世界中で活発な
技術開発が行われてい
ます。原子力発電、水
道、あるいは高速鉄道
技術の売込みで苦戦し
ているようですが、その
てつを踏まないよう、
2015年には実用化が見
込まれる燃料電池自動
車や定置用の燃料電池
に関しては、ネックとな
っている低コスト化を世
界に先駆け達成、商業
化をはかり、我が国の
産業経済の優位を確立
すべきだと考えるからで
す。

2613
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業 

このまま
推進す
べき

技術立国日本として、
世界をリードする技術に
なりえると 
考えられる。

日本人特有の誠実さ、
精密さ、きめ細やかさを
十分発揮できるので
は。

2614

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

最近完成し、これから
次々と重要な結果を出
そうとしている時期であ
る。中途半端な援助で
はなく、集中的に大規
模なお金を投入して世
界的にも注目されてい
る実験を成功に導いて
ほしい。

J-PARCは、高エネルギ
ー物理の分野における
最後の大型施設になる
可能性を持っている。つ
まり、このJ-PARCがう
まくいかなければその
先がない。そういう危機
感のもと、研究者たちは
全力を注いで成功に導
こうとしている。国には
経済的な不安を感じさ
せることなく、援助・推
進をしてほしい。

2615

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学は、人材育成
の基盤中の基盤である
が、その設備の老朽化
は目に余るものがあ
る。早急な整備が望ま

上述のとおり。
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設試
等）

れる。

2616

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

若手の優秀な研究者を
早い段階からチャンス
を与えて 
世界を代表するような
研究者に育てるために 
このまま推進すべきだ
と考える。

若手の優秀な研究者を
早い段階からチャンス
を与えて 
世界を代表するような
研究者に育てる良い制
度であるから。

2617

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

グローバルＣＯＥプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための若手人材育成
を行うことに成功してき
た。競争的な資金配分
により、大学運営にも新
しい研究分野でのグロ
ーバルなレベルでの研
究競争に取り組むイン
センティヴが生まれた。
競争的資金の獲得が大
学にとって魅力的なも
のにするためには、間
接経費を配分すること
が必要である。間接経
費の復活を含め増額が
必要である。

グローバルＣＯＥは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。

2618

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

科研費全体の予算の大
幅な増額、採択率の向
上をぜひ実現していた
だきたい。

大学等の基盤的経費が
削減されすぎてしまった
ため、科研費がとれな
ければ研究の継続が困
難な研究者がたくさん
いると思われる。科研
費全体の予算をもっと
大幅に増やさなけれ
ば、わが国が国際的競
争力を保つのは難しい
であろう。予算の極端な
一極集中は学問のあり
方をゆがめることがあ
り、学問全体の健全な
発展のためには裾野を
しっかりしておくことが
重要である。そのため、
基盤C、若手B、萌芽研
究の増額、採択率の向
上を実現していただけ
れば大変喜ばしい。ま
た、最近導入された若
手研究の回数制限は、
基盤研究の予算が増額
されなければ、若手に
は明らかにマイナスに
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作用する。若手の回数
制限を導入する前に基
盤研究をもっと増額す
るべきだったのではな
いだろうか。

2619

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24136
世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム

このまま
推進す
べき

世界のトップレベルの
研究者による研究内
容、研究水準を把握す
べきである。今後必要と
なる研究課題、方針、
組織の在り方の議論が
必要である。 
日本から見た研究レベ
ルの基準化を図り、そ
れによるネットワーク化
も必要である。

日本の研究水準がどの
程度かを把握する必要
がある。通知解析、コン
ピュータ制御に依存さ
れているきらいがある
ので、基礎研究を含め
た情報ネットワークが必
要である。特に、物理学
だけに限定しないで、社
会学、環境学、生態学
など、新しい分野での
問題点抽出が必要と思
う。

2620
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007 次世代印刷
このまま
推進す
べき

ｸﾞﾘｰﾝｲﾉﾍﾞｲｼｮﾝを通じ
て新しい印刷技術は電
子産業・印刷形成技術
における省資源・省エネ
ルギー技術の新たな市
場創出の観点から貢献
できるものと思います。
又、情報・端末機器・化
学材料の新たな国際競
争力をもつ技術開発に
おいても重要な施策と
思います。したがって、
これからも強力的に推
進してゆくことを望みま
す。

我が国の科学技術の中
で、エレクトロニクス材
料・プロセス基盤技術
は、これからの世界の
中でもリーダーシップを
生かせる技術的ノウハ
ウを発揮できる分野だ
と思います。 

2621

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCでの多彩な実
験、とりわけニュートリノ
の実験を推進するため
に、最大限の支援がな
されるべきである。

Ｂファクトリーとニュート
リノの物理は、日本が
中心となって推進すべ
き素粒子物理学実験の
両輪であり、片側では
なくて、両方が成果を上
げることが望ましい。そ
れぞれ、扱うセクターが 
quark と lepton で違っ
ており、それらを総合的
に理解することで、根源
的理解に迫ることが可
能である。

2622

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

脳科学の推進には異存
がないが、同種の「脳科
学総合研究事業費」総
務省の「脳の仕組みを
活かしたイノベーション
創成型研究開発」などと
統合し、より一体的かつ
総合的に推進すべきで
ある。

制度数の多さはそれだ
け、研究費以外の経費
が増えることを意味して
おり、課室や省の枠を
超えて、大胆に統合す
べきである。
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2623
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

インターネットなど現在
のネットワークが抱える
課題を抜本的に解決す
る 
には、最新の要素技術
を統合し新たなアーキ
テクチャに基づく新世代
ネッ 
トワークを研究開発する
必要がある。テストベッ
ドの構築と実証・評価 
は、そのためのステップ
として欠かせず、着実に
実施する必要がある。 

欧米各国も公的資金を
投じて同様な目的を持
つプロジェクトを推進し
てお 
り、研究開発競争は熾
烈である。光通信技術
など日本が強い要素技
術を活 
かしてテストベッドを構
築することで、新世代ネ
ットワーク実現への技
術 
的優位性が得られ、ま
た関連する研究分野へ
の波及効果が得られ
る。 

2624
民間
企業

20～
29歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

ICT分野は今後の競争
力の源泉であるため、
国が強い指導力を発揮
しながら、産学官が一
体となり、他国や他地
域に対して主導権を握
れるように、強く推進し
ていくべきだと思いま
す。

携帯電話やインターネ
ットなど情報通信に関し
て日本はその利活用や
普及においては、他の
国の先を行っている点
が多くある一方、それを
支える通信機器やセキ
ュリティ技術やサービス
などは米国等が強く、せ
っかくの高度な利用が
日本の利益に結びつい
ていない部分があり、日
本の競争力の源泉とし
て研究開発を強化して
いく必要があると感じる
ため。

2625

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

大学院教育改革推進事
業のうち、グローバル
COEプログラムは非常
に優れた施策であり、
科学技術関係施策の中
でも優先されるべきもの
である。したがって、本
施策をこのまま推進す
べきであり、本施策へ
のさらなる増額を要求
する。

本施策の目的は「世界
と伍する競争力を有す
る大学づくりのため、
様々な分野において、
国際的に第 一級の力
量を持つ研究者等を育
成することを目的とし
て、大学院(博士課程
(後期)) 専攻等を対象
に、国際的に卓越した
教育研究拠点を形成す
る取組を支援する」であ
る。我が国の基幹であ
る科学技術の国際競争
力を確保するために
は、第一線で活躍する
優れた研究者の養成が
重要である。そのため
には、博士課程（後期）
在学者の生活支援や大
学院の教育力・研究力
の強化が必要であり、
本施策によってそれが
実現可能となるため。
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2626
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

本施策が主張している
プリンタブルエレクトロ
ニクスが実用化できれ
ば、電機製品が一層軽
く、さらに安価になると
思います。一日も早く実
用化できることを目指し
て開発を進めていただく
ことを希望します。

上述しましたが、家電製
品がさらに安くなるこ
と、高機能化することを
望んでいるからです。

2627

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

人文・社会科学から自
然科学まで全ての分野
にわたる「学術研究を
格段に発展させるた
め、科学研究補助金施
策は大いに推進すべき
と思います。

将来的に大きく発展す
る研究の芽を摘まない
ために、研究者の自由
な発想をサポートするこ
とが必要と思います。ノ
ーベル賞を受賞した研
究の中に、科学研究費
補助金により発展したも
のもあります。このよう
な基礎研究のサポート
が、現在格段に国際競
争力が衰えつつある科
学技術立国日本の復活
のための礎になると思
います。

2628

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

博士課程の学生への支
援は理解するが、博士
を増やしすぎた国の失
政に対する真摯な反省
に基づくべきである。

博士課程の人数の適性
化に取り組むべきであ
る。

2629
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

本事業は、今後、ます
ます期待されるディスプ
レイを中心とした電子機
器の高機能化、高性能
化、低コスト化に期待さ
れる総合的な技術開発
であり、材料開発、プロ
セス開発面で開発指針
が得られるものと、大い
に期待している。しっか
り推進していただきた
い。

エレクトロニクス向け技
術開発であり、材料技
術、プロセス技術を有す
る日本にとって本来優
位な分野であるが、一
方、各技術分野の融合
が必要である。ドイツな
どは、早くから国のバッ
クアップも受け、コンソ
ーシアムでの技術開発
が進んでいる。さらに、
昨今では、韓国の大手
エレクトロニクスメーカ
ーが、日本の材料・機
械メーカーを利用した技
術開発なども行ってお
り、国内を中心とした総
合的な技術開発の推
進、その体制つくりが急
務である。

大学や公的研究機関に
おける先端計測分析技
術における革新的な要
素技術やそれを用いた
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2630

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24173

産学イノベー
ション加速事
業【先端計測
分析技術・機
器開発】

このまま
推進す
べき

先端計測分析技術にお
ける革新的な要素技術
開発や機器開発をおこ
なう為には、国レベルに
おける意識的なサポー
トが不可欠である。独創
的な研究開発活動を支
え、開発成果の社会還
元を促す為、大いに推
進すべきである。

機器の開発成果を、実
用化・研究開発現場へ
の普及を促すにあたっ
ては、国レベルでのサ
ポート体制が不可欠で
あるという認識は、我が
国においてもようやく定
着しつつあるが、依然と
して、サポートは十分な
レベルとは言えない。こ
のようなサポートを減ず
ると、おそらく容易にこ
のような流れは止まっ
てしまい、将来に大きな
禍根を残すことになるで
あろう。

2631
その
他

50～
59歳

総務
省

20103

ライフサポー
ト型ロボット
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

目標を実証実験までに
留めるのではなく、もっ
と投資を増額して早期
の実用化を目指すべき
である。

日本の少子高齢化は待
ったなしであり、ロボット
技術による労働生産性
の劇的な改善が国民の
生活レベルの維持・改
善には不可欠であるた
め。

2632
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN‐X)構
築事業

このまま
推進す
べき

我が国を取り巻く通信
ネットワーク技術は日進
月歩の進化を遂げてい
る。米国やEUにおいて
もネットワーク技術が大
きく進化している中で、
とりわけ海外との協調
は必須であり、現在の
我が国の技術の粋を集
めたテストベッド構築事
業は、必須であると考え
る。

欧米のみならず、東南
アジア諸国を中心に国
費を投じたテストベット
の構築が行われてい
る。事実上、この構築事
業の上で、アプリケーシ
ョンレベルの別の研究
開発もおこなわれるで
あろうし、テストベッドと
して、医療、教育、科学
分野等他の研究分野へ
の貢献も期待されてい
るところである。 
より有用な利用の方法
を検討していくことが肝
要であるが、取り分け、
海外の研究機関との連
携事業となっており、さ
らにこれを高めていくこ
とが、我が国の国際競
争力の向上に向けて重
要と考えます。

2633

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の先端的研究基
盤を支える重要な競争
的資金であり、予算規
模を拡充すべきである。

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。
また，大学等の研究費
が減少するなかで、公
的な研究資金による研
究支援は必要である。 

優先度判定において
は，トレンド型の研究
等，社会的なインパクト

地震や火山といった災
害大国である日本にと
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2634

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

が最優先される傾向が
強い。その結果，本施
策のような，国家の技
術・学術の根幹たる基
礎研究領域への予算投
下が困難な事態が予想
される。50年後，100年
後を見据え，地下資源
開発の可能性を秘めた
本施策の意義は極めて
大きいものと考えられ
る。地球科学に携わる
研究者として，本施策
の推進を強く希望する。

って，周辺海域の調査
研究の意義は極めて大
きい。防災による国家
損失の回避だけでなく，
メタンガスハイドレート
のような地下資源の発
見は国家に莫大な利益
をもたらすことが期待さ
れる。目先の成果にとら
われるあまり，本施策
のような基礎研究を軽
視しては，数十年後の
莫大な国益を失う可能
性があるため。

2635

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学はこれまで科
学技術の発展、人材の
養成、先進的な医療
等、多くの役割を果た
し、今の日本の地位を
築いてきた。これを支え
てきたのが大学など高
等教育機関であり、そ
の人材と大学という場
所である。しかし、大学
は３０年以上経過する
施設が増え、教育研
究、医療に支障を来た
しつつあるため、必要な
施設の改善は、日本の
未来を支えるために継
続して推進すべきであ
る。

国立大学は、歴史が古
く、老朽化施設が多い。
また、耐震改修につい
ても緊急に整備してき
たが、なお、老朽改修
は追いついていないの
が現状、改修をここで止
めれば、ストックが一気
に老朽化し、全て立て
替えることとなる。継続
的に整備することが最
も経済的、効率的であ
る。建物はメンテナンス
が必要である。

2636

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大学の数が多すぎてお
り、学生の質の確保に
大いに疑問のある大学
もおおい。今日の財政
状況を鑑みると、最高
学府の名に恥じるような
大学には補助する必要
はない。一方で、世界レ
ベルの研究成果を上げ
ている大学もには、一
層の補助が必要であ
る。

メリハリのある補助が必
要である。

2637
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

今までのエレクトロニク
スデバイスの作製方法
では、その利用方法に
限界がある。印刷で作
製できれば、安価に作
れることはもちろんのこ
と、違う形態でのデバイ
スが実現できる。是非
推進するべき事業だと
思います。

エレクトロニクスデバイ
スが低コストで作製でき
れば、あらゆる場所に、
潤沢に配置することが
でき、結果、安心安全で
快適な社会が実現でき
ると思います。

大学・
若手研究者が自立して
研究できる環境の整備
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2638

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

を促進するため、テニュ
アトラック制を実施する
大学等に対して、新規
に採用するテニュアトラ
ック教員の研究費の支
援を大いに推進すべき
と思います。

若手研究者が自由に研
究でき、才能を開花す
る機会を与えることのみ
ならず、大学等も優秀
な研究者を雇用できる
チャンスが生まれる。

2639

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

科学研究費補助金の制
度については今後も継
続し、さらなる予算の上
積みが必要と思われる
が、配分基準について
は見直しが必要であろ
う。基盤研究（ｃ）、若手
研究（Ｂ）については、
個々の配分額が減少し
ても、採択率60%以上を
目指すべきである。

大学への運営費交付金
が減額されつつある現
状では、研究の継続に
は競争的資金の獲得が
欠かせない。その中で
科学研究費補助金は最
も規模の大きなもので
あり、科学技術の発展
には欠かせないもので
ある。しかし採択率は2
割程度であり、残り8割
は競争に敗れ全く研究
資金を獲得できない。1
か0かではなく、一定の
水準に達していると判
断された研究課題に
は、減額（研究計画の
縮小）してでも予算を配
分するシステムに変わ
るのが望ましい。

2640

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

大型予算も大事である
が、小さい萌芽的研究
の積み上げこそ重要。

科学的基盤の増強はも
ちろんであるが、大きな
設備等は大都市の代理
店を多少潤すだけで、
投入した資金の大半は
海外に流出する。アイ
デアを実現するようなも
のは、地方の中小企業
を潤し、経済の活性化
に大きく貢献するという
視点が、欠落している
のでないか？要不要で
なく、その資金がどこま
で日本経済に寄与する
かの視点からの検討も
十分行って欲しい。

2641

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

環境
省

29103
環境研究総
合推進費

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

環境研究推進の重要性
は論をまたない。「環境
研究総合推進費」と「循
環型社会形成推進科学
研究費補助金」が統合
されたようであるが、今
後も同種の「地球温暖
化対策技術開発等事
業」等を統合し、一層総
合的かつ強力に推進す
べきである。

同種の事業を統合し、
合理的に事業を実施す
るべきである。

この研究施設は今後の
基礎科学研究を推進し
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2642

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

この加速器は世界最高
の性能をもち、世界の
研究者から待望されて
いたものである。この計
画を一層推進すること
で、日本が当分野で世
界を確実にリードでき
る。さらにこの施設は国
際的な研究施設を目指
しており、この施策を推
進することで多くの外国
人研究者が参加してく
ることが予想される。さ
らに今後海外からの人
的、資金的な協力も得
られる。また世界最高
の施設で研究を行うこと
は基礎科学の若手研究
者育成にとってきわめ
て有効で重要な政策で
ある。

ていく上で非常に重要
な研究拠点になること
が予想される。この研
究施設の魅力は様々な
研究を同時に研究して
いくことが可能な点にあ
る。一分野の研究成果
にとどまらない研究成
果を世界の研究者たち
に知らしめることによ
り、今後様々な研究分
野の研究者たちがこの
研究施設に集う研究の
メッカになることは明ら
かである。これらの研究
者との交流から日本に
おける技術革新も起こ
る二次的な利点も期待
できる。これらは物質的
資源の乏しい日本にお
いては是が非でも大き
な推進をすべき施策で
ある。

2643

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

このまま
推進す
べき

細胞を創り上げることに
よって、その動態を理解
する方向への展開が望
まれる。

細胞の操作、人工細胞
などは将来性が高く、米
国を中心に大きく展開さ
れている。日本にも独
自の発展があり、それ
を活性化すべき。

2644

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

若手研究者が、自らが
希望する大学・公的研
究機関等において主体
的に研究に専念できる
よう「特別奨励研究員」
として選抜し、「特別奨
励金」を給付する施策を
大いに推進すべきと思
います。

わが国の経済の復活に
は優秀な若手研究者の
育成が急務と思われま
す。若手研究者の自由
な発想が日本の研究を
大いに発展させます。

2645
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

日本の研究・開発に重
要であり、継続して推進
するべき。

もともと国内の個々の
研究室でお金をかけて
維持してきた研究ツー
ルを整備するものであ
り、このプロジェクトの廃
止ないし縮小はかえっ
て無駄を増やす。 
また、本プロジェクトの
継続的な推進は、研究
者自身による研究材料
の維持・管理が省か
れ、本来の仕事に集中
できる等利点も多い。

１．前年度予算処置を
行った学校(１校１００万
円）と行っていない学校
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2646
民間
企業

60歳
～

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備費
等補助金

このまま
推進す
べき

１．前年度補正予算か
らカットされた１５０億円
を復活し本年も１５０億
円を超える補正予算を
組む必要がある。 
 
２．理振の補助金は最
低５０億円が必要であ
る。 
 
３．上記１，２に伴う予算
は全国津々浦々にある
小規模な教材店や関連
業界に対し非常に大き
な経済効果や雇用の拡
大が見込まれる。

では理科教材の充足率
に大きな差が生じてお
り、教育の機会均等面
でも大きな問題である。
 
２．指導要領の改正に
伴い授業時数が大幅に
増え、また実験観察が
重視される中、本年度
の予算１１億円はあまり
にも少なく、新カリキュ
ラムに対応した実験観
察を行うには不充分で
ある。 
３．急激な予算の減額
は教育現場のみなら
ず、教材の販売や製作
に携わる人々に大きな
ダメージを与える。

2647

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

脳型の柔軟な工学は高
く評価できる

これまでの平均だけを
対象とした工学から、ゆ
らぎなど確率性を取り
入れた設計へ移行する
ことは人にやさしい社会
づくりに不可欠

2648
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

その他

尊重されるべき施策で
ある。世界に誇る成果
を挙げており、支援を充
実して研究を促進する
ことが望ましい。海溝型
地震・津波の発生に結
びつく重要な観測研究
を実施している。のみな
らず広く深く海域を中心
とした地球内部ダイナミ
クスの研究を行ってい
るが、これは「世界第一
級」の研究でありさらに
発展させるべきである。
予算の内訳は大部分が
研究者の人件費である
と聞く。増額して実質的
研究費増額を図るべき
である。

海溝型地震・津波の研
究は将来の東南海・南
海地震を視野に入れて
おり、これら地震による
災害の軽減につながる
研究である。そのため
には海域での観測が不
可欠で、観測船を保有
する海洋研究開発機構
抜きでこの研究を進め
ることは不可能である。
海溝型地震や海底火山
は地球内部ダイナミク
ス現象の一部である。
地球内部研究でもすば
らしい成果が出ている。
固体地球科学における
我が国の代表的研究組
織のひとつであり、充実
を図る必要がある。

2649

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

厚生
労働
省

25104
第３次対がん
総合戦略研
究難病・がん
等の疾患分
野の医療の
実用化研究

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

がん研究は総合的に実
施する必要があり、文
科省や経産省の同種の
事業との統合などによ
り、より合理的・総合的
に推進するべきである。
また、厚労科研費は使
い勝手がわるく、担当

・次世代がん研究戦略
推進プロジェクト 
・重粒子線を用いたが
ん治療研究 
・分子イメージング手法
を用いた疾患診断研究
及び治療法開発・評価
研究 
など、「がん」分野の研
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等） の一部 者の意見の相違も多い
ことなどから、改善が望
まれる。

究が散在している印象
をうける。総合的に推進
すべきである。

2650

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

（１）J-PARC施設は強
力な陽子源から発生す
る多彩な二次粒子を利
用して基礎研究を進め
る世界的に見てもユニ
ークな実験施設である。
（２）期待される成果も
多岐にわたり、この実
験施設の性能を着実に
増強していくことが基本
的に重要である。（３）特
に本施設を利用して進
められるニュートリノ実
験は世界との競争であ
り、この競争下で着実に
成果を出すためには、
緊急的にJ-PARC加速
器の性能を上げること
が求められる。（４）本計
画を推進することにより
若手人材の育成をはか
り、日本の基礎科学の
ボトムアップに寄与す
る。（５）したがって本計
画を推進すべきである。

J-PARC施設は加速器
から供給される強力な
陽子源から発生する二
次粒子を用いることか
ら、その応用範囲は基
礎科学から産業応用ま
で幅が広い。このような
加速器施設を保持する
ことは基礎科学の成果
を通じて世界に貢献す
るのみならず、日本の
産業的基礎を盤石なら
しめるのにも有効であ
る。特に本施設を利用
して進められるニュート
リノ実験はCP非保存な
ど現在の物質優勢の宇
宙の起源を説明する試
みであり、世界の同種
実験との競争に打ち勝
ち（「2番」には意味がな
い）成果を出すことが重
要である。したがってJ-
PARC加速器の増強が
強く求められる。

2651

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

優れた研究者を確保、
養成、輩出するために
は、この施策が重要に
なってくると考えられ
る。また、日本の産業が
世界レベルに保つため
には人材の確保が重要
になり、この施策が必要
である。

まずは、大学院博士課
程に進学する学生が確
保できなくてはならな
い。この施策で、大学院
博士課程在学者に生活
費を支援することで、人
材を確保できる可能性
が高くなる。さらに、国
際的な講義等の支援に
より、学生が新たな刺
激や人との交流をはか
る機会を得ることがで
き、優れた研究者の輩
出につながる。将来、日
本の研究力が世界のレ
ベルにおいていかれな
いためにも、国からの
充実した資金援助が必
要である。

RIBF計画は、日本人科
学者の開拓した分野を
いっそう推進するもの
で、日本が世界を確実
にリードできます。近代
科学を輸入した日本
が、基礎物理学の新し
い分野を切り開こうとし
ています。日本がこれら
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2652

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIBFの推進など、先端
加速器による基礎科学
を日本が主導的に進め
てほしいと思います。

の基礎科学で世界最高
水準を維持することは、
国民の教育、文化レベ
ルと活力を高めることに
直結し、欧米の科学先
進国と真に肩を並べる
ことにつながります。
RIBF加速器は、不安定
核生成能力において世
界で最高の性能をもっ
ています。このため、研
究現場での国際協力が
進んでおり、多くの外国
人研究者が参加してい
ます。今後さらに海外か
らの人的、資金的な協
力が得られると期待さ
れます。とくに成長著し
い中国や韓国、インドと
いったアジア諸国との
連携が大きく期待でき
ます。また、技術革新や
産業の創出につなが
り、短期的な経済効果
はもとより、長期的な日
本の発展に寄与すると
思います。

2653

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

新たな成長分野で世界
を牽引するリーダー（卓
越した専門性、広範な
知識、豊かな教養、国
際性、リーダーシップを
備えた博士人材）を養
成するため、高度な教
育研究基盤を有し世界
をリードする大学におけ
る、卓越した大学院教
育に関する取組（プログ
ラム）を、原則7年間、産
学官のオールジャパン
体制で強力に支援する
ことは、世界をリードす
る日本を創るために、
重要と思われます。 

日本が世界をリードす
る分野を多数発展させ
なければ、日本は先進
国として世界で生き残
れないと思います。一
番の分野をできる限り
多く作るべきです。

わが国の科学技術予算
の全体は、年間4兆数
千億円となっている。科
学技術は、産業発展の
糧であることから、この
パイを大きくすることが
重要であるが、同時に、
今般の国家財政の状況
を考えると科学技術予
算が効率よく使用され
ているかどうかを、検証
しつつ進めることも重要
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2654
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24133 科研費

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

である。  
 基礎基盤研究といえ、
実施したプログラム（大
きな施策）については、
詳細な評価をし、ＰＤＣ
Ａのサイクルを廻してい
くべきで、 
得られた成果の評価
が、次年度予算の重み
付けに反映されるよう
な、予算の決定プロセ
スをより明確に指向す
べき。以下は科研費に
限定ではなく、科学予
算全般に関し：２年ごと
の部署変更を廃止し、
担当者が成果を最終的
に見ることできるように
し、責任体制を明確に
する。大きな予算を獲
得することで評価される
のではなく、むしろ、より
少ない予算で大きな成
果を上げた担当者が評
価される”モノサシ”を導
入すべき。また、科学技
術予算の多くを使用し
ているわが国の大学の
問題点（質と量）につい
ても、国を挙げての議
論が急務。

予算獲得にほとんどの
労力が使われていて、
公正な評価のシステム
がうまく機能していな
い。予算案作製も、各
省縦割りで、相互の調
整をする、機能と権限を
有する組織がない。

2655

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

文部科学省を始め、他
省庁が交付している数
多くの公募型研究費
を、この科学研究費補
助金にまとめるべきで
ある。

限られた財源を用いて
できるだけ効率よくさま
ざまな研究を進めるた
めには、このように細分
化してはならない。全く
無駄な使い方である。
どうして合体できないの
か理由が分からない。

2656

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

特定の分野に偏らず、
公正な審査により交付
が決定される科学研究
補助金は大学における
研究を推進する上で不
可欠の制度である。ま
た、研究を通しての学
生への教育効果は計り
知れない。でもむしろ大
幅に拡大するべきで、
縮小することは日本国
にとって大きな損益を招
く可能性が大である。

資源に乏しい日本国に
とって、世界と戦うため
には科学技術分野で常
に他国をリードする立場
になければならない。科
学研究補助金は基礎的
な学問分野から応用分
野までをカバーした唯
一の研究資金であり、こ
れなくしては大学での
研究は成り立たない。

農業に対しては、食の
安全性確保や美味しい
農産物の生産、植物工
場的な生産など多様な
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2657

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

本事業は、農業、特に
地域農業の推進・発展
のために必要不可欠な
事業と思います。23年
度要求額は対前年73％
となっているが、予算の
削減はしないようすべき
である。継続される課題
についても、大幅な減
額はしないようにすべき
である。

要求を抱え、その実施
が求められています。し
かし、農業はお金もうけ
としては魅力が少ないと
感じるためか、予算およ
び人材面で縮小傾向に
あると感じられます。本
来、地方の農業試験
場、大学の農学部など
には農業に関する知
識・技術が多くありま
す。しかし、これらの技
術が農業現場へ導入さ
れるには多くの労力が
必要です。そのために
はお金が必要ですが、
投機的要素が低い農業
分野へは資金は集まら
ず、このような事業（予
算）は必要不可欠であ
ると思います。 
 本事業では色々なシ
ーズを有する研究機関
がグループで課題を取
り組むことで目標達成
の加速化や成果の迅速
な普及が期待できると
思われます。また、本事
業は、地方の予算がな
い試験場や大学などの
研究機関が農業振興に
貢献する機会と研究体
制づくりに重要な役割を
果たすものと考えられま
す。

2658

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大学院における教育機
能を強化するための支
援策として重要である。

国際社会で通用する人
材育成は、我が国の発
展のために必要不可欠
である。

2659
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発

このまま
推進す
べき

ぜひとも推進すべき技
術である。

エネルギーの根幹をな
す石油の効率的有効利
用技術は、島国日本に
おいて大切な技術であ
る。

2660

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

研究組織の国際研究戦
略に沿って、若手研究
者を海外へ派遣し、世
界水準の研究に触れ、
未開拓の様々な課題に
挑戦する機会を拡大す
ることにより、頭脳循環
の核となる優れた研究

世界水準の海外研究機
関で世界中の様々な研
究者と出会い、切磋琢
磨して様々な課題に挑
戦することは、研究の技
術のみならず、海外の
研究者との共同研究を
発展させ、世界中で通
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設試
等）

者の育成を図ることを
大いに推進すべきと思
います。

用する研究者を育てる
ために必要と思われま
す。

2661

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24187

産学イノベー
ション加速事
業【戦略的イ
ノべーション

このまま
推進す
べき

複数のチームからなる
コンソーシアム形式で
行う研究であり、ユニー
クな研究であり、継続す
べき。

およそ10年間のロング
レンジで新産業を創出
するもので我が国の戦
略として重要であるか
ら。

2662

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

昨今では日本が誇る緻
密さや技術、能力など
全てを海外に吸収され
ています。企業は研究
開発を行ないたくても予
算を大幅に削られる。
見込みのないものに投
資はしない。などと本当
に厳しい世の中です。
その中で国がどれだけ
国民の期待を背負い成
果をあげられるのか楽
しみです。

民間で出来ない基礎技
術の研究は、国が責任
をもって行って欲しい。
但し公平にです。 
無駄を省いて実りある
ものを作ってい頂けれ
ばと思います。

2663

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

この国の生物資源をき
ちんと国家で管理すべ
きである。

必要な生物資源や研究
資料が、管理者の定年
や移動とともに失われ
ている。これは大きな損
失であり、取り返しの付
かないことである。必要
な資源は今すぐではな
くても、長期的な視野に
立てば必要になってく
る。

2664

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24120
再生医療の
実現化プロジ
ェクト

このまま
推進す
べき

再生医療研究は日本が
欧米に比して優位に研
究が進んでいる領域で
ある。多くの領域で臨床
応用される直前の段階
まで研究が進んでい
る。後発の欧米は研究
費を増額して、我国が
先行しているこの領域
に手を伸ばし、追随しよ
うとしている。この段階
で研究費の減額を行え
ば、折角臨床応用さ
れ、産業化に結びつくこ
の領域の優位性を弱体
化させるものである。研
究費の減額は行うべき
ではない。

心筋再生などは数年以
内に臨床応用される可
能性が高い領域であ
る。こうした産業化が狙
える領域は国として大き
くサポートすべきであ
る。

大学・
公的

 受託研究費や共同研
究費とは異なり，研究
者が探求したい研究，
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2665

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

 将来の革新的技術の
創造にもつながる日本
の基礎から応用までの
学術研究の進展に必要
不可欠な制度だと思う。

極めたい研究を自由な
発想で行える競争的研
究資金であり，人文・社
会科学分野も含め広く
学術の発展を進めるこ
とは豊かな日本を形成
するために特に重要な
施策と思う。

2666
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料･プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷技術による大面積
電子素子の開発は、今
後マンーマシンインター
フェースとなる素子の生
産技術の核となりうる技
術である。また、多くの
エネルギーや化学薬品
を使用することなく、単
純なプロセスで素子を
完成させることは、環境
への配慮、省エネルギ
ーの観点からも重要で
ある。本技術の完成に
より、比較的安価でい
つでもどこでも必要な情
報を電子機器を通して
やり取りすることが可能
であると考える。よって
本技術の推進が重要で
あると判断し、このまま
推進すべきである旨の
意見を述べた。

現在のフォトリソグラフィ
ー技術を用いた精密素
子の加工には、感光性
材料（＋開始剤）やエッ
チング液（酸性、アルカ
リ性）洗浄剤など多くの
化学材料を使う上に、
多量の純水も必要であ
る。これらを作り出すエ
ネルギー、それらの廃
棄物を処理する薬品と
エネルギーなどを考え
れば、大面積エレクトロ
ニクス素子を作るシステ
ムとして必ずしも合理的
とはいえない。印刷技
術のみで大面積素子を
完成できるならば、従来
法に比べ種々の点でメ
リットがある。今後の環
境、省エネを考慮する
ならば、より合理的な方
法を模索すべきである。
印刷技術は有力な技術
であると考える。

2667

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研 究事 
業

このまま
推進す
べき

動態は、生物システム
の特徴である。例えば
細胞なら、それを構成
する要素の状態により、
細胞の状態がきまる。
次の瞬間には、細胞の
状態によって、要素の
状態が決まる。つまり、
静的な視点ではそのシ
ステムは捉えられない。
ここにさらに重点を置く
ことは必須と考えられ
る。

なぜもっと重点を置く必
要があるか。それは、
生物と、動態解析の両
立が難しく、十分に普及
されてないからである。
どちらも技能や知識を
要し、これらを両立する
人材自体が少ない。よ
って、より重点を置き、
進めていくべきだと思
う。

2668

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

数学・数理科学者と産
業界・諸科学研究者と
が、課題解決のために
集い、議論を行い、連
携を図るための「場」を
つくる施策を大いに推
進すべきと思います。

日本では数学・数理科
学者と産業界・諸科学
研究者との連携が遅れ
ており、コンピュータを
はじめ数理科学があら
ゆる分野で使用されて
いる現在、この分野を
強化して、他国と競争で
きる力を身につけるべ
きと思います。
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2669

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性研究者支援室の整
備等は、男女参画社会
の実現のために必要な
施策である。支援期間3
年ではなく、もっと長期
的な支援が必要であ
る。

わが国の女性研究者の
割合を高めていくこと
は、新成長戦略のシナ
リオに沿っている。

2670

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

我が国の地域医療にと
って国立大学病院は欠
かせない存在であり、
現状のとおり政策を推
進すべきだと考えてい
ます。

地域の医療を支えるた
めには、質の高い医師
の育成が不可欠で、国
立大学医学部はこの点
について大きな役割を
果たしています。また、
直接の診療でも高齢化
などによりますます需要
は高まり地域にとって欠
かせない存在となって
おり、附属病院の再開
発は必要だと考えてい
ます。

2671

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金 

このまま
推進す
べき

大学研究者のベースと
なる研究資金であり、継
続すべき。

他予算もあるが、やはり
国立大学の教員として
は科研費がベースとな
るので、大学の研究お
よび教育の質の維持に
不可欠である。

2672

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

国の長期発展のために
は必要不可欠であり，
国際的な競争に勝つた
めだけではなく，学際的
な環境を整え，豊かな
国づくりを目指す上で重
要だと思います。是非こ
のまま計画を推進して
いただきたいと思いま
す。

そこで創り出されるイメ
ージは，世界の国々へ
向けた日本という国の
効果的なPRになりうる
からです。さらに，知的
な欲求を満たすために
はある程度の資金が必
要であり，それを止める
ということは人材の流出
に繋がることを意味する
ためです。

2673

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

可能ならさらなる増額が
望ましい．

運営費交付金の減少な
どにより，特に地方大学
に勤務する研究者の研
究環境は悪化の一途を
辿っているように見受け
られる．科研費は最後
の命綱のようなもので，
出来る限りの支援によ
り国全体の研究力を底
上げしてもらいたい．

大学・ イノベーショ

地域の大学等研究機関
の地域貢献機能の強化
により、大学等研究機
関の研究成果を地域の
活性化につなげるた 地域の疲弊が見られる
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2674

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24020

ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

め、地域イノベーション
の創出に向けた主体的
かつ優れた構想に対し
て、大学等の研究段階
から事業化に至るまで
シームレスに展開でき
るよう、関係府省の施
策を総動員して支援す
るシステムを構築する
施策を大いに推進すべ
きと思います。

現在、大学などの研究
機関の研究成果を地域
活性化につなげること
が、日本の経済を良く
するための重要な施策
の一つと思います。

2675

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

わが国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

大学等の研究費が減少
する中で、公的な研究
資金による研究支援は
必要である。

2676

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

先般の事業仕分けを受
け、間接経費が大幅に
削られてしまったが、こ
れまでの成果を無駄に
したいためにも、また競
争的資金の獲得が大学
にとって魅力的なもの
にするためにも、間接
費間接費の復活を含め
た増額が必要である。

２１世紀COEプログラム
とそれに続くグローバル
COEプログラムは、革
新的な研究分野への集
中的な研究体制の構築
に貢献してきた。これ
は、日本における従来
の大学組織、少なくとも
単一の組織では不可能
であった点であると思わ
れる。またそれに伴い、
新しい人材の育成にも
大きく貢献している。事
業の縮小・中断によっ
て、これまでの成果が
水泡に帰すことを非常
に憂慮するものである。

2677

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCは、ニュートリノ
やK中間子、さらには中
性子やミュウ粒子など
をビームとして供給する
世界的にユニークな研
究施設である。世界の
研究者がユーザーとし
て研究に利用している。
とりわけK中間子ビーム
による研究は、日本が
世界を確実にリードでき
る分野であり、より一層
の推進を図るべきと考
える。 

世界のユーザーが研究
にくるJ-PARCは、国際
的な公共財と言っても
過言でない施設であり、
その施設を世界最高水
準を維持することは、国
民の教育、文化レベル
と活力を高め、技術革
新や産業の創出につな
がり、長期的な日本の
発展に寄与するのは明
らかである。さらに若手
育成の教育現場として
重要でもある。またこの
様な大施設を維持発展
させることは、日本の技
術力を高めるだけでなく
経済的な波及効果も大
いにあると考えられる。

現在のBファクトリー加
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2678

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探究

このまま
推進す
べき

日本がこれからの素粒
子物理学の発展に対し
て貢献できる最善の計
画の一つが「Bファクトリ
ー加速器の高度化によ
る新しい物理法則の探
究」計画であると考えま
す。現在のＢファクトリ
ー加速器は小林益川理
論が正しいことを証明
するという役目を果た
し、今年で運転を終了し
ました。素粒子物理の
次の目標は標準理論か
ら外れた新しい物理法
則の発見です。Ｂファク
トリーを高度化すれば、
そのような新しい物理
法則の探究が可能で
す。それゆえにこの計
画はこのまま推進すべ
きものと考えます。

速器で培われた加速器
技術をもとに、加速器の
高度化は十分可能であ
り、それを使った超精密
実験により新しい物理
法則の探究が、ＬＨＣ実
験とは違った側面から
可能です。すでにある
施設を活用することによ
り、ＬＨＣ実験などに比
べてはるかに安価に計
画を実施できます。この
高度化により、高エネル
ギー加速器実験を、ＣＥ
ＲＮ以外で行うことがで
きるようになり、日本の
この分野の発展に大き
く資することができま
す。特にアジアの若い
人たちがこの分野で貢
献できる機会を与えら
れます。Ｂファクトリー実
験を継続して行うこと
は、これまでに得られた
経験、技能などを若い
人たちにスムースに伝
えていくことが可能で
す。

2679
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

このまま
推進す
べき

最近の多くの子供たち
は年々体験体感型の経
験が減っており、科学
的思考力も身の回りの
物がブラックボックス化
されてきているので、
益々子供にとっては仕
組みという興味からは
遠い存在になっていくと
思います。 
学校での教育を理科が
嫌いな我が子の話から
想像するには、教科書
の内容を十分実験で検
証しているとは思えませ
ん。参観などで理科室
を見ても全体に古い器
具が多く、壊れかけ的
な機材が多い的印象を
持ちました。もっと子供
たちに実験体験させ理
科に興味関心を持てる
機会を増やしていかな
いと科学立国としては
大変心配です。

昨今、アジア諸国で理
科教育の充実の方向性
を感じます。特に韓国、
中国に対しては脅威を
感じます。先日、韓国の
科学の祭典に参加して
みましたが、科学に対
する興味関心度という
か熱意が全く違ってい
ました。参加者は科学
は将来的に役立つ知識
として積極的に吸収しよ
うと言う感じがしました。
日本の子供たちはどう
でしょうか？個人的には
大変心配な傾向だと強
く感じています。

印刷成膜・印刷プロセ

製造コスト低減、フレキ
シブル・大面積化には
印刷技術の活用、（材

22



2680
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

ス、デバイス作成という
領域は、非常に広範囲
な学術・技術領域に渡
るため、国の施策として
遂行するのに大きな意
味がある(施策としての
実施が基礎段階では必
須)と思います。

料を含めた）技術革新
が必須となると思いま
す。 
太陽電池開発もそうで
すが、プリンタブルエレ
クトロニクスの発展には
産学官上げてのオール
ジャパン体制での実施
が不可欠と考えていま
す。 

2681

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24104

ナノテクノロ
ジーを活用し
た環境技術
開発

このまま
推進す
べき

我が国の優れたナノテ
クノロジーの研究ポテン
シャルを環境技術のブ
レイクスルーに活用す
るため、人材育成や先
端的な施設・装置の共
同利用の機能を含め
て、産学官の研究者が
結集して課題解決に取
り組む研究拠点を整備
することを大いに推進
すべきと思います。

環境技術は日本が先行
している分野が多く、ナ
ノテクノロジーと有効さ
せ、世界に先駆けて環
境問題に対応していくこ
とは、グローバルな視
野に立っても非常に大
切なことと思います。

2682

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

継続 イノベ
ーションシス
テム整備事
業

このまま
推進す
べき

現在、本学の1割程度
の教員が知的クラスタ
事業に関わっており、製
品化間近の物もあり、
継続すべき

企業を巻きこんで大学
の技術を製品として具
現化するものであり、日
本の将来の新技術開発
に不可欠である。

2683

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26103

自給飼料を
基盤とした国
産畜産物の
高付加価値
化技術の開
発

このまま
推進す
べき

食物自給率を向上させ
るためには、安定的に
畜産物を供給していくこ
とも重要であり、そのた
めには自給飼料を基盤
とした高付加価値畜産
物の供給技術の開発が
重要課題であると考え
るため、今後も推進をお
願いしたい。

飼料用米は近年家畜の
飼料として注目されてお
り、栽培面積も年々増
加している。この課題の
中で現在取り組まれて
いる飼料用米の品種開
発、栽培費用の低コスト
化、家畜への給与技術
の開発は、国産の飼料
増産につながるもので
あり、重要な課題である
と考えられる。また、こ
れらの技術が開発され
ることにより、近年増加
している耕作放棄地も
減少すると思われるた
め。

2684 大学・
公的
研究
機関
（独

50～
59歳

文部
科学

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す

理化学研究所バイオリ
ソースセンターでは、細
胞株等のバイオリソー
スの収集、維持、譲渡
事業を安定的に継続し
てきた。また、iPS細胞

当該事業以外では、商
社を介して米国の
ATCC等より、煩雑な手
続きで高価なリソースを
購入する必要があり、
入手までの時間も長く
なる。中小の研究・教育
機関でも、適正な価格
で、迅速に、研究に用

23



法・公
設試
等）

省 べき などの最新の科学研究
の成果を発展させてき
た。今後も、さらに充実
して推進すべきである。

いることが可能なバイオ
リソースを入手できるこ
とは、本邦における研
究・教育の裾野を広げ
ると共に、先端の成果
に通じる研究を推進す
ることが可能となる。

2685

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

我が国の遺伝子資源に
関する制作は貧弱に過
ぎる。米国の様に拠点
大学を含めて広域で遺
伝子資源の確保を図
り、さらに民間企業とも
連携して、遺伝子資源
の研究目的に関わる実
費提供のシステムを確
立すべき（例、Jackson 
LabとCharles River）大
幅な予算の増額が必
要。

せっかくの資源が凍結
卵の提供に限られてい
ては、広汎な利用には
適さない。

2686

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の基礎科学の財
政的基礎を担う補助金
であり、ぜひとも拡充し
ていただきたい。

基礎科学の飛躍的発展
は研究者によるボトム
アップによって成し遂げ
られることは歴史が証
明しています。科学研
究費補助金は研究者の
ピアレビューによって公
正に評価／運営されて
いる世界に誇れるシス
テムであり、短期的な利
益に結びつきにくい
様々な基礎科学を支え
つづけた屋台骨です。
ぜひとも拡充をお願い
いたします。

2687
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

地球内部ダイナミクス
研究は、地球内部に起
因する諸現象について
の最先端の研究、特に
海洋地域に重点を置い
た研究を、大学では出
来ない大型施設や長期
的観測を駆使して行っ
ている。そして世界をリ
ードする研究実績を挙
げ、わが国の地球科学
研究を牽引している。今
後もわが国の地球科学
研究の中心拠点の一つ
として、このまま或はさ
らに一層推進させるべ
きである。

地球ダイナミクス研究
は、今後も地球科学の
進展に大きく寄与する
のみならず、大規模地
震や噴火現象や自然環
境変動の予測など、人
類社会に直接関わる問
題にも貢献することが
期待される。さらに、地
球ダイナミクス研究には
地球科学分野の若手研
究者が多く参加してお
り、これを推進させるこ
とは、わが国の地球科
学の将来の発展にも重
要である。

大学・
公的
研究
機関 50～ 文部 国立大学法 このまま

施設の陳腐化は、大学
生・大学院生の教育意

地方の国立大学は、地
域のランドマークとして
の役割も果たしており、
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2688

（独
法・公
設試
等）

59歳 科学
省

24149

人等施設の
整備

推進す
べき

欲を失わせることにもつ
ながるので、積極的な
整備が必要である。

地域活性化・地域の拠
点としていくために必要
な事業である。

2689
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

地球内部ダイナミクス
研究は、地球内部に起
因する諸現象について
の最先端の研究、特に
海洋地域に重点を置い
た研究を、大学では出
来ない大型施設や長期
的観測を駆使して行っ
ている。そして世界をリ
ードする研究実績を挙
げ、わが国の地球科学
研究を牽引している。今
後もわが国の地球科学
研究の中心拠点の一つ
として、このまま或はさ
らに一層推進させるべ
きである。

地球ダイナミクス研究
は、今後も地球科学の
進展に大きく寄与する
のみならず、大規模地
震や噴火現象や自然環
境変動の予測など、人
類社会に直接関わる問
題にも貢献することが
期待される。さらに、地
球ダイナミクス研究には
地球科学分野の若手研
究者が多く参加してお
り、これを推進させるこ
とは、わが国の地球科
学の将来の発展にも重
要である。

2690

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

多くの研究者に活用さ
れ、研究活動の基盤と
なる事業である。継続
性に加えて新規性も要
求されるために、優先
的な予算配分が望まれ
る。

バイオリソース事業がこ
れまでに行ってきた生
物資源の提供実績は極
めて高く評価できる。特
に、単に収集・提供する
だけではなく、研究開発
によって新しい有用生
物資源を生み出してい
ることから、国際的にみ
てもその水準は高い。
事業の性質上、生物資
源の蓄積が必須である
ため、その規模も年々
拡大し、また需要が一
層多く見込まれる。

2691

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

世界トップレベル研究
拠点プログラム（ＷＰＩ）
は、日本に世界第一級
の研究機関を形成し、
世界の頭脳循環に位置
づける目標に対し、既
に大きな成果を上げ、
世界的に注目されてい
る。優先して継続するべ
き施策である。

従来、日本の研究機関
では優れた外国籍研究
者の雇用は非常に限ら
れ、世界の頭脳循環の
中で孤立していた。この
状況が世界トップレベ
ル研究拠点プログラム
（ＷＰＩ）の開始によって
一変し、今やWPI拠点は
世界の第一線の研究者
に注目される存在とな
り、また、日本が世界と
同じルールで競争の場
に立ったことが高く評価
されている。WPIの予算
は主に研究者の人件費
であるため、予算が保
証されない場合は雇用
を打ち切ることとなり、
折角世界から得た信用
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を逆に損なう。

2692

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

その他

私立の医学部の財政は
極めて厳しい状況にあ
り、経常費補助の充実
による支援が不可欠と
思います。

私立大学の財政は危機
的状況にあり、これまで
少しずつ上げざるを得
なかった授業料の高騰
と昨今の経済状況によ
り、最近10年程度の間
に入学者の学力低下が
顕著になってきていま
す。合格した学生が、授
業料を工面できなかっ
たり奨学金が取れない
ことを理由に医学部を
断念して他学部に移る
ケースもあります。医師
になることを目指してい
た優秀な若者が他学部
に進み、ごく一部の富
裕層だけが修学可能に
なってしまっている現状
は、国民の健康を守る
医師を養成する医学部
の使命を鑑みると、国
民全体にとって極めて
大きな問題であると考
えます。

2693

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24127
発生・再生科
学総合研究
事業

このまま
推進す
べき

生物の発生・再生の制
御システムや複雑な器
官の構築原理の解明の
ための研究、再生医療
を支える多能性幹細胞
の研究及び技術開発を
重点的に推進するとと
もに、発生プロセスの統
合的理解に向けた研究
に取り組む施策は大い
に推進すべきと思いま
す。

発生・再生現象の基礎
的研究は、成長および
老化の機構を解明する
ためだけでなく、がん化
の機構を解明するため
の研究にも強く結びつ
いている。この分野の
研究を進めることによ
り、現在海外に多額の
ライセンスを支払ってい
る医薬品や医療技術の
開発に日本が参入する
ことができ、国外の会社
に対し高額のライセンス
料を支払わずに済むよ
うになるため、医療費の
高騰も抑えられると思
います。

民間 40～ 総務
新世代ネット
ワーク基盤 このまま

前回の仕分けで議題に
挙がった「新世代ネット
ワーク技術」であるが、
中継を見た限り、仕分
け人だけではとても手
に負えなく、議論は最後
までかみ合わなかっ
た。特に、仕分け人の
中には最後まで「次世
代」と「新世代」の違い
が理解できなかった人

・現在のインターネット
崩壊への全長を以下に
挙げる 
- 年々増加する通信ト
ラヒック量。年率141%の
トラヒックを省電力に収
容する技術は大きな課
題 
- 年増加するインターネ
ット経路表。インターネ
ットではIPアドレスを予
めネットワークで共有し
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2694

企業 49歳 省

20111

技術に関す
る研究開発

推進す
べき

もいおり、｢光技術より
良い技術が出現した場
合はどうするか｣などの
拙い質問も出された。 
新世代ネットワークはい
つ崩壊してもおかしくな
い今のインターネットに
代わる重要な技術領域
である。予算を｢縮減｣
せず、積極的に推進し
て欲しい。

て通信を行っているが、
既に限界状態 
- 将来の未知のアプリ
ケーションを収容できる
ネットワーク。現インタ
ーネットは継ぎ接ぎだら
けで機能を増設してき
たが、既に限界 
そのため将来のICTイン
フラになり得る新世代ネ
ットワークの研究開発
は必須である。 

2695

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

将来の研究活動を担う
創造性豊かな若手研究
者が、主体的に研究に
専念し、その能力を最
大限に発揮できるよう、
研究奨励金を一定期間
支給することにより、優
れた若手研究者の養
成・確保を図る施策を
大いに推進すべきと思
います。

将来の我が国の科学技
術を支えるのは若手研
究者です。将来の研究
活動を担う創造性豊か
な若手研究者が、主体
的に研究に専念し、そ
の能力を最大限に発揮
できるような環境づくり
が非常に大切と思いま
す。

2696

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177 J-PARC
このまま
推進す
べき

J-PARCやRIBF、
Spring-8などの施設が
あるが、これらの計画を
一層推進させることを望
んでいる。世界で一歩リ
ードした成果を確実に
挙げることができ、日本
はその物理においての
第一人者になることが
可能となる。

日本における加速器
は、世界の中でも最高
性能のものばかりであ
り、例えばJ-PARCは世
界で唯一の圧倒的に高
い強度を誇るハドロンビ
ームを生成することが
でき、これにより他の施
設では統計不足による
no sensitiveな実験や、
稀少な現象などをとらえ
ることが可能で、日本で
しかできない最先端の
成果を挙げることが可
能である。このことか
ら、世界においてリード
した成果を確実に挙げ
ることが可能であり、ま
た、これらの施設の推
進計画をさらに発展さ
せることは世界中で大
きな期待を集めている。

2697 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は非
常に優れた施策であ
り、科学技術関係施策
の中でも特に優先すべ
き施策である。日本の
未来を支える革新的技
術の創造には、科学研

我が国の基幹となって
いる科学技術は研究者
の自由な発想に基づく
研究である「学術研究」
によって支えられてい
る。また日本の将来に
おいて、さらなる革新的
技術の創造は必要不可
欠であり、今後もそれを
支える学術研究の推進
は非常に重要である。
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設試
等）

究費補助金による研究
支援が必要不可欠であ
り、本施策の増額を要
求する。

従って、人文・社会科学
から自然科学まで全て
の分野にわたり学術研
究を助成する競争的資
金である科学研究費補
助金は、さらに推進され
るべき施策である。

2698

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24127
発生・再生科
学総合研究
事業

このまま
推進す
べき

医学・生命科学に関わ
る一研究者として、発
生・再生現象は医療へ
の応用を含め、社会的
貢献度の非常に高い研
究分野であると思う。実
際の臨床応用には未だ
解決すべき課題も多そ
うだが、ES, iPS細胞を
はじめとする画期的な
技術の開発によりその
ハードルが近年加速的
に下がったことに、将来
性を感じている。このよ
うな発生・再生科学総
合研究事業は、理研に
て実施することで、多く
の利点があると感じる
（後述）。よって、このま
ま推進すべきであると
思う。

理研がもつ利点の一つ
はこの分野での実績で
ある。そのうち、ES細胞
の多能性を維持する仕
組みの解明、始原生殖
細胞形成のシグナル機
構解明については、本
人の口演、質疑応答を
通じ、彼等の独創的か
つ深い研究姿勢が突破
口を開いたと強く感じ
た。このことは理研がも
つ人材や共同研究相手
の強さを示している。実
際私共も、理研との共
同研究で、深い観察と
洞察に基づく信頼性の
高い貴重なデータを得
ている。よって、理研で
の発生・再生科学総合
研究事業をこのまま推
進すべきであると考え
る。

2699

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

日本における加速器を
用いた基礎科学研究を
推進してほしい。

これまでの実績や、今
後の実現可能性から見
て、現在ヨーロッパで行
われている大型実験に
唯一対抗できるのは日
本の加速器実験であ
る。 
日本が引き続き、世界
一であり続け、最先端
の技術と成果を生み出
すには、基礎科学の推
進が不可欠である。ひ
とたび、国が基礎科学
軽視の態度を見せれ
ば、人材や知識、技術
などが散り散りとなり、
再構築は非常に困難と
なる。

2700
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

ネットワークのテストベ
ッド分野は各国で最も
力を入れている分野で
ある。欧州のGEANTや
米国のGENIなどその構
築は着々と進んでい
る。このようなテストベッ
ド上で新たな技術を開

インターネットも古くはテ
ストベッドネットワークか
ら生まれた技術。テスト
ベッド無しには新しい技
術は生まれてこない。
日本として力を入れて
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発することで、イノベー
ティブな技術が生まれ
る。

推進すべき。

2701

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

若手研究者の潜在的能
力をさらに伸ばすシステ
ムであり、ぜひ推進して
いただきたい。

優秀な若手研究者が将
来研究室を主宰する際
に必要な経営感覚をも
習得できる財政的・制
度的自由度を備えたプ
ログラムであります。多
くの博士課程学生の目
標にもなっている制度
でもあります。また中小
の研究グループにとっ
ては優秀な若手研究者
を戦力として迎え入れ
る大きな機会を提供し
ており、日本の研究レ
ベルを高水準で維持・
発展させる不可欠な施
策です。

2702

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人等が、創
造性豊かな人材養成や
独創的・先端的な学術
研究、高度先端医療等
を推進するための基盤
となる施設を整備するこ
とは大いに推進すべき
と思います。

国立大学で優れた人材
を育成するためには、
地方大学も含めて高度
の学問や医療に学生が
触れる機会が必要で
す。全国の各国立大学
には、優秀な学生が多
数います。疲弊した大
学で優秀な人材を育て
ることは困難です。学生
のモチベーションを高め
るためにも、基盤となる
施設を整備することは
ぜひ必要と思われま
す。

2703
その
他

60歳
～

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

微細加工技術の元にな
っているフィトリソプロセ
スは、既に開発されて
先鋭化しており、方法論
も硬直化しており、限ら
れた条件の中では、完
成度の高い技術であ
る。 
一方、印刷技術（記録
技術）を用いた微細加
工技術は、新しい方法
論であり、発展途上で
あるが故に、多くの研究
開発の支援が切望され
ている。

半導体プロセスで現在
主流である、フォトリソ
プロセスは堅い基板の
シリコンウェハーとは相
性が良いが、フレキシブ
ル基板（しかも大面積）
に対しては、新たな加
工プロセスの開発が必
要である。

2704

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

良い成果が出ており、こ
のような公募型の脳研
究プロジェクトは日本の
将来を支える基盤とし
て推進すべきと考えま

今後一層の長寿社会を
迎える我が国におい
て、脳を理解しその機
能を守ることに資する研
究は、社会的に重要な
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設試
等）

す。 意味を持つと考えます。

2705

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
推進す
べきでは
ない

H-II に代表される液体
ロケット開発に専念す
べきである。

日本の財政状況は液体
ー固体ともに推進する
ような大判振る舞いを
許すような状況ではあり
ません。液体ロケット開
発に重点を写し、足りな
い部分は海外への打ち
上げ発注でまかなうべ
きである。

2706

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産施策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

研究成果の実用化、普
及を視野に入れた施策
であり、今後も推進を願
いたい。

試験研究において、研
究成果を実用化させて
こそ、その研究の価値
があると思われる。この
施策の中の課題は、現
場のニーズを踏まえて
実施され、研究成果の
事業化や普及を迅速に
実現することを目標とし
ており、多くの成果が実
用技術として普及する
ことが期待できるため。

2707

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者インタ
ーナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

このまま
推進す
べき

優れた若手研究者が、
自らの研究計画に基づ
き海外の特定の大学等
研究機関において長期
間研究に専念できるよ
う支援するとともに、我
が国の大学院等が海外
の大学院等学術研究機
関と組織的に連携し、
若手研究者が海外にお
いて一定期間研究活動
に専念する機会を提供
することを支援する施
策を大いに推進すべき
と思います。 

若手研究者が海外の研
究機関で能力を磨き、
実績を上げるために
は、長期間の留学が必
要です。一定期間研究
活動に専念できる環境
をつくることは、非常に
大切と思います。

2708

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

コンピューティング基盤
整備は、国力を発展さ
せるもっとも基本的なも
のである。なぜなら計算
機はあらゆる分野にお
いて、必要不可欠な道
具であり、一般国民の
安心感を引き出す重要
な基盤だからである。計
算機の開発・構築・利用
技術開発・利用のどの
項目も欠かせてはなら
ない。その点で本施策
は総合的に問題がな
く、日本に不足しがち
な、利用技術開発およ

計算機が生み出す結果
は、地球シミュレータの
計算結果として流布し
ている地球温暖化予測
などのような、国民が求
める未来への予測にお
いて大きな影響を与え
いる。特に大学へ入学
する前後の若者にとっ
てその影響は非常に大
きい。基盤整備に基づ
き得た計算結果は、ス
ピントロニクスデバイス
の開発から未来型自動
車部品のものづくりまで
含めて、未来予測の重
要な情報源として若者
に１つの安心感を与え

30



び利用に対する促進を
さらに推進することを期
待する。

るからである。その安心
感により、若者のもつ個
人力の総和としての国
力を引き出すことが可
能となるからである。 

2709

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

方向性は全く正しい。た
だし、スピード感に欠け
るように思われる。迅速
に動いてほしい。

数学（ここでは数理科学
を含む意味で用います）
は、論理的思考の原点
であり、また自然界の
みならず、経済現象な
どの社会的現象や心理
学などの人文的現象を
記述する可能性を生来
持っている。これらの事
実は特に1980年代以
降、欧米各国で、また、
近年はアジアの新興国
で認識され、その結果、
多数の数学研究所、お
よび数学との連携を目
指す研究所が設立され
ている。日本は、この点
で徹底的に立ち遅れて
しまったことはまことに
残念であり、もはや、
too late かも知れない
が、最後のチャンスであ
ると思われる。この方向
性は、すでに、「イノベ
ーションの創出のため
の数学研究の振興に関
する研究」（平成20年3
月31日・北大・文科省19
年度科学技術調査資料
作成委託事業委託業
務）ですでに示されてい
たことを考えると、動き
が遅いと言わざるを得
ない。

2710

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

素粒子物理学は、いつ
の時代でも若い人に魅
力的で、世界中の多く
の研究者が参加してい
る純粋基礎科学であ
る。その中でも、目的と
している物理内容やこ
れまでの経緯を踏まえ
て、日本国内で行うの
に最も相応しい施策で
あるので、速やかに推
進すべきである。

本施策は、新しい物理
法則を広い範囲で探究
できる素晴らしい計画で
あり、しかも、それを実
現できる可能性が、こ
れまでに達成した加速
器の性能と実験グルー
プから発表された多くの
物理成果によって裏打
ちされている。日本国内
に多くの外国人研究者
を迎えて物理実験を行
うことは、真の国際交
流・国際貢献といえる。
また、多くの国民に素晴
らしい実験の現場を見
てもらえることは、特に
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若い人に科学への興味
をもってもらえるもので
ある。これらを通して、
日本の発展に役に立つ
計画であるといえる。

2711

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

このまま推進して頂くこ
とを強く願います。

日本のような資源の少
ない国では、優秀な人
材の育成や基礎科学技
術の発展とその科学技
術の主導権を握ること
は、国の発展のために
はなくてはならないもの
だと信じております。グ
ローバルCOEはこれま
で第一線の研究成果を
生み出し、またその中
で優秀な学生があつま
り、すでによい人材を生
み出しております。ま
た、グローバルCOEに
限りませんが、科学技
術政策を疎かにしては
多数の頭脳流出を生み
出すことになるでしょう。

2712

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

非常に重要な施策であ
り、強力に推進する必
要があるが、自由な発
想を生かすという目的
を達成するためには課
題決定方法と実施形態
を検討する必要があ
る。

現場のニーズ等を踏ま
えた提案者の自由な発
想に対して、機動的な
対応が可能である競争
的資金制度の特徴を生
かしてとある。 
課題決定に際しては外
部専門家による書面審
査を行うとのことである
が、このような場合の外
部専門家は権威的研究
者が多く、自由な発想を
つみ取る懸念が生じ
る。 
課題は研究グループへ
委託との形をとっている
が、委託の場合は委託
元の考え方次第で受託
者が新しく発想した研究
内容を制限・変更・拒否
する恐れがある。

大学・
公的
研究 文部 ナノテクノロ このまま

本ネットワークを利用し
だして数年経つがこの
ような形で最先端の大
型機器がかなり自由に
利用できるのは極めて
有難いことで，そのおか
げで研究も随分発展し

先端産業を支えるナノ
サイエンス・ナノテクノロ
ジーに関して我が国は
国際的にも極めてレベ
ルが高くまた日本人の
特性を生かせる研究分
野である。昨今の科学
技術政策はややもすれ
ば充実している事業所
とそうでないところの格
差を拡げる傾向にあり，
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2713

機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

科学
省

24180

ジーネットワ
ーク

推進す
べき

た。特に，我々のような
小規模大学に所属して
いるものにとって，大変
有難いシステムである。
共通利用可能な大型電
顕装置の設置と機器維
持経常費への更なるテ
コ入れをお願いしたい。

これまでの我が国の科
学技術レベル向上の重
要な特質であった「裾野
の広さ」の特長が失わ
れつつある。将来的に
大変危険な状況にある
と思われる。そのような
状況の中で本プロジェ
クトのような存在は極め
て価値の高いもので，
是非更なる推進をお願
いしたい。

2714

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

WPIの一拠点IPMUでの
世界第一線の研究者を
日本に雇用、招聘し、数
学+物理学+天文学等分
野を超えた融合的な試
みは確実に日本の閉鎖
的な研究環境に大きな
影響となると考える。ま
た、日本国内に世界トッ
プレベルの研究者が集
まり、その研究内容を
機構のアウトリーチ活
動の際に身近に国民、
特に若い世代が触れる
機会を持つことで将来
の進路に良い影響が与
えられ、日本国民として
の誇りを意識出来る機
会が持てると強く感じて
います。どうぞ企業が手
を出さない基礎科学分
野に積極的にサポート
お願い致します。

上記意見内に理由は含
めました。宜しくお願い
致します。

2715

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24145

私立学校施
設高度化推
進事業費補
助

このまま
推進す
べき

私立大学は、建学の精
神に基づく多様な人材
育成や特色ある教育研
究の展開を担う 
など、我が国の高等教
育の質・量両面にわた
る発展に重要な役割を
果たしている。 
私立大学のマネジメント
改革を伴った組織的な
教育研究の充実のため
の取組の定着 
を図り、我が国の成長
の土台となる教育研究
基盤の強化することが
不可欠である。 
このためには私学運営
費補助金が必須である
と考える。 

我が国の学術研究全体
のすそ野を広げ、学術
研究活動を促進するた
めには、大学生 
の約8割を担う私立大
学の学術研究活動の基
盤の整備を図ることが
重要である。 
私立大学の組織的な教
育研究の充実のための
取組を進め、我が国の
成長の土台とな 
る教育研究基盤の強化
することが重要である。
このためには私学運営
費補助金が不 
可欠であると考える。 

優れた研究開発ポテン
シャルを有する地域の

地域の大学や産業界で
は、優れた研究開発ポ
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2716

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

大学等を核として、産学
官連携基盤を構築し、
イノベーションを連鎖的
に創出するクラスター形
成を図るため、大学等
の産学官共同研究等の
支援を実施する施策を
大いに推進すべきと思
います。

テンシャルを持っていて
も、財政難から研究を
発展させる機会を失うこ
とが多い。これを支援す
ることが地域の経済的
な独立を進め、地域が
日本を支える力となる
ための重要な点と思い
ます。

2717

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の自由発想型の
研究は、国として最大
限支援すべき事業と思
います。

国の発展には科学の進
歩が不可欠であり、特
に自由発想型の研究は
ブレイクスルーを産む
可能性のある重要なも
のであると考えます。科
研費の削減は、短期的
な影響だけではなく、若
い人たちの不安を高
め、研究に進む意欲を
失わせてしまうという長
期的にも大きな影響が
ありますので、我が国
の発展にとって大きな
阻害要因になりうると思
われます。

2718

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

欧米から地理的に遠く
はなれた日本における
研究を国際舞台の場で
発展さえるために必要
な施策である。

若手研究者に国際経験
を積ませることができる
だけでなく、海外の研究
パートナーと国際共同
プロジェクトを立ち上げ
る際に大変有用なプロ
グラムである。このとき
に築かれた人脈は後々
まで役に立っている。

2719
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

日本の高い技術を維持
していく為にも学術研究
への予算を減らす事の
無い様に要望致しま
す。

先日、NHKでWPIプログ
ラムの一つになってい
る宇宙研究、暗黒物質
に関する番組を拝見し、
日本が少ない予算の中
からも世界でしのぎを削
って取り組んでいる研
究課題にその技術力で
立ち向かっている事を
知りました。日本の学術
研究の取り組みが日本
の技術力を維持してい
くのではと、それがゆく
ゆくの日本経済発展の
基礎になっていくと期待
しております。

2720

大学・
公的
研究
機関
（独

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金を倍
増し、配分する分野の
選定について充分に検
討する必要がある。特
に、目先の成果が出や
すい分野よりも、将来を

他国に比べて資源が少
ない我が国の今後の発
展は、科学・技術の発
展に頼らざるを得ない
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法・公
設試
等）

支える基礎研究の分野
に重点的に配分を行う
べきである。

ため。

2721
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等

このまま
推進す
べき

ＯＬＥＤ照明の開発は更
に加速させて、早く普及
させて欲しい。そのため
の開発予算が必要であ
れば、もっと予算を付け
ても良いと思います。

ＯＬＥＤ照明は、環境に
も人にも優しい理想的
な光源だと思っていま
す。ある展示会で見た
ＯＬＥＤ照明の光は、美
術品をきれいに照らす
だけでなく、とても和や
かな雰囲気を作ってく
れているように感じ、人
に優しい光だと思いまし
た。ＯＬＥＤ照明は、効
率も良く、Ｃ０２削減にも
効果的です。是非、早く
ＯＬＥＤ照明を普及させ
て、ＯＬＥＤ照明ならで
はの新しい灯りの形を
早く見てみせて欲しいと
思っています。

2722

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24163

原子力シス
テム研究開
発委託費（原
子力システム
研究開発事
業）

このまま
推進す
べき

大いに推進すべきであ
る。

エネルギーの確保は国
の行く末を左右する重
要な課題である。原子
力は発電量の3分の1以
上を占め、欠かせない
ものになっているが、安
全性や放射性廃棄物の
処理問題など、問題点
もかかえたままになって
いる。これらを解決する
ために、予算を集中投
資し、国民が安心して
豊かな暮らしができるよ
う本事業を推進すべき
である。

2723

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

計画通りに推進するべ
きである。

計画を実行するために
必要な基本的施設は既
にあり、それらを高度化
する必要があるもの
の、一から作るよりも少
ない資金で実験を始め
ることが出来る。その一
方、目標とするものは
「宇宙創成」に必要不可
欠である新しい物理法
則の発見・解明であり、
基礎研究でありながら
費用対効果が非常に高
いと思うから。

私立大学は、建学の精
神に基づく多様な人材
育成や特色ある教育研
究の展開を担う 
など、我が国の高等教
育の質・量両面にわた

我が国の学術研究全体
のすそ野を広げ、学術
研究活動を促進するた
めには、大学生 
の約8割を担う私立大
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2724

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24146
私立大学等
研究設備等
整備費補助

このまま
推進す
べき

る発展に重要な役割を
果たしている。 
私立大学のマネジメント
改革を伴った組織的な
教育研究の充実のため
の取組の定着 
を図り、我が国の成長
の土台となる教育研究
基盤の強化することが
不可欠である。 
このためには私学運営
費補助金が必須である
と考える。 

学の学術研究活動の基
盤の整備を図ることが
重要である。 
私立大学の組織的な教
育研究の充実のための
取組を進め、我が国の
成長の土台とな 
る教育研究基盤の強化
することが重要である。
このためには私学運営
費補助金が不 
可欠であると考える。

2725

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスタプ
ログラム）

このまま
推進す
べき

 現在進められているテ
ーマは、既に過去の実
績から淘汰され認めら
れてきたテーマであり、
大学のシーズが実用化
を意図した手法として有
効であると思います。予
算上テーマ数や内容は
絞らざるを得ない点もあ
るかと思いますが、むし
ろ、技術立国を目指す
日本にとって、積極的な
推進が必要であると思
います。

 いままでにない文部
科学省と経済産業省の
連携により大学、企業
及び公設試が一体とな
って新製品開発が進め
られており、大学のシー
ズが、地域企業の発展
に大いに、かつ直接的
に役立っています。製
品化への道のりは短期
的には厳しく長い目で
見る必要があるのです
が、既に成果品も出て
きています。大学の人
材も地域に根付き、更
なる発展が期待できま
す。技術立国を目指し
ている日本のなかで、
中小企業の低力の引き
上げに大いに役立って
いると思います。

2726

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119

ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト
＆バイオリソ
ース事業

このまま
推進す
べき

ウミシダのプロジェクト
のさらなる推進を希望し
ます。

ウミシダは、世界で唯一
研究資源として確保で
きるのはいまだ日本の
みである。海外の研究
機関（米国ブラウン大
学）との共同研究も進
み、近年ゲノムも読まれ
たところで、これから飛
躍的に研究がすすむこ
とが国内のみならず、
米国などの海外の研究
者にも期待されている。
世界でイニシアティブを
とれるこの研究プロジェ
クトを進め存続させるこ
とは、世界一の研究を
目指す日本にとって大
きな国益になると考え
る。

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ グローバルCOEは、日
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2727

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。

本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。

2728
その
他

60歳
～

総務
省

20103

ライフサポー
ト型ロボット
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

８９歳の認知症の母親
を介護している者として
意見を提出する。 
このまま拡大して推進
すべきである。（上記に
この項目が無いため敢
えて書きます。） 
この予算規模では十分
な実証実験を行う事が
できない。併せて、道路
交通法、個人情報保護
法等、実証実験を実施
する際に弊害となる規
制の緩和を内閣府主導
で行うべきである。 
ロボットが受け入れられ
る社会にするには、至
る所でロボットが活躍し
ている場面を見せる必
要がある。 
更に、内閣府の職員と
総合科学会議のメンバ
ーは、「各府省の主な科
学・技術関係予算の要
求内容を把握した上
で、その優先度を判定
します。」という評価者
の立場から脱却し、自ら
が国家戦略に基づいた
施策を立案実施すべき
時にきている。

課題先進国であるのも
かかわらず残念ながら
福祉については、４流
以下の国家から一向に
脱却できていないし、脱
却するつもりが無いよう
に見える。欧州の福祉
先進国は、消費税率を
上げて福祉に関係する
予算を確保している。日
本は先行き不安で貯蓄
に走るが、福祉国家で
あれば先行き不安が無
いため貯蓄に走らず消
費に走る。福祉ロボット
技術は日本の誇る技術
である反面、実用化は
最後（欧米が導入し、欧
米からの圧力で漸く導
入）になると、過去の他
の研究開発の例からも
考えられる。日本が住
みよい国になるために
はこの様な技術開発は
実証実験を数多くする
ことが必要である。特に
技術検証のみでなく規
制緩和と一体となった
検証が必要である。研
究開発成果の評価体制
も現在の所謂識者中心
ではなく、福祉（介護）
現場で働く方々も加え
た体制（上から見るので
はない）が不可欠であ
る。

大学・

科学技術振興調整費は
大学等の仕組み、人材
育成、最先端研究の推
進等の重要な施策を具

健康研究などは近い将
来具現化されると考え
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2729

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

現化するための資金と
して利用されている。こ
の資金を利用して、日
本の大学の仕組みを欧
米化させたり、テニュア
トラックの推進、健康研
究実用化などの重要な
科学政策が実現してい
る。この研究費を減額
すべきではない。

られる再生医療の促進
等の研究を推進してい
る。国際競争力のある
この分野の研究を欧米
に先駈けて実現するた
めにもこれらの研究費
は減額すべきではな
い。

2730

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24188

国際科学技
術共同研究
協力推進事
業

このまま
推進す
べき

国際科学技術協力の戦
略的展開に資するた
め、先進国、開発途上
国との共同研究等を推
進し、科学技術外交の
強化に貢献する施策を
大いに推進すべきと思
います。

環境および資源問題、
科学技術、文化資産な
ど多くの分野で地球規
模あるいは複数国間で
解決しなければならな
い課題が増加してきて
いる。戦略的国際科学
技術協力推進プログラ
ムや地球規模課題対応
国際科学技術協力プロ
グラムを大いに推進す
べきと思います。

2731
官公
庁

20～
29歳

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（化学
品原料の転
換・多様化を
可能とする革
新グリーン技
術の開発）

このまま
推進す
べき

 石油枯渇問題、地球
温暖化問題が叫ばれる
中、石油に依存した現
在のプラスチック材料分
野において、非可食性
植物由来のセルロース
はこれら問題を低減、
解決するのに期待でき
る材料であると考える。
より効率的な分離技
術、高性能材料への加
工技術の進展を望む。

 材料分野において上
記問題を解決するに
は、原料が石油に依存
しないことは勿論、原料
から製品への加工にお
いてもエネルギーとして
石油が使われる量が少
ないことが望ましい。 
 天然の非可食性植物
中に既に存在し化学変
換無しに取り出せるセ
ルロースを、そのままに
近い形で高強度材料、
プラスチック補強剤とし
て利用することはそれら
条件に合致すると考え
るため。 

2732

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

我国のライフサイエンス
の発展の基盤づくりとし
て有益である。付随す
る多様性研究はまさに
バイオリソースとして新
たな資源の確保にもつ
ながり、国家プロジェク
トとして存続に値する。

バイオリソースに関する
海外の認識も日々高く
なり、資源の少ない我
国としては資源を開拓
し、維持する努力を怠っ
てはならないと考えま
す。長い時間をかけてじ
っくりと育成していくから
こそ花開くものと思いま
す。

私は現在、スーパーコ

本プロジェクトにて開発
中の大型計算機「京」を
利用する側の人間から
意見を申し上げさせて
頂きます。すでに、マシ
ンのアーキテクチャが
公開され、このアーキテ
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2733

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・ 
インフラ
（HPCI）の構
築

このまま
推進す
べき

ンピュータ・大型計算機
を使って研究を行って
おります国立大学に勤
務する研究者 (計算物
理学専攻）です。本プロ
ジェクトにおきましても、
実際にそのマシンを利
用させて頂き、日本の
基礎科学の発展に貢献
したく思っております。 
ぜひ、このまま、施策を
遂行・推進させて頂きた
く思っております。どう
ぞよろしくお願いいたし
ます。

クチャに対するプログラ
ムの最適化（「京」の最
大性能を引き出すため
のコード開発）が国内研
究者間で急速に進んで
おります。ベンチマーク
も国内主要研究機関内
で爆発的に進められて
おり、この施策の進行
の遅れがこれ以上深刻
になると、「世界第一位
の大規模計算」というス
ローガンを謳った計算
物理・計算化学の各プ
ロジェクトが決定的に瓦
解することになります。
一刻もはやく「京」を完
成に導き、実証研究の
成果を国外に報告しな
ければなりません。

2734
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

技術的に既存技術より
メリットが大きい。

希少金属の材料削減、
環境汚染物質の軽減な
ど、今後の経済発展に
無くてはならない技術で
あると思われる。 

2735

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究支援事
業

このまま
推進す
べき

女性研究者の割合を増
加させる基盤を各大学
に策定するためには，
継続的な支援が必要で
ある．複数年に渡り支
援をお願いしたい． 
また，各大学にすべて
を任せるのではなく，政
府（文部科学省）が進め
る政策があってもいい
のではないかとおもう．

数年前から類似した政
策がとられているが，所
属する大学などによっ
て，支援に大きな差が
できてきている．その差
を埋められるように，政
府主導の政策を希望す
る．特に，出産・育児に
対する大きな支援をお
願いしたい．

2736
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。 

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。
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2737

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

海外学術振興機関との
協力による国際共同研
究、外国人研究者招へ
い・ネットワーク強化、
先端的研究ネットワーク
形成のための場の提供
など大いに推進すべき
と思います。 

国際共同研究の推進し
なければ、先端的研究
から日本が取り残され
ることになります。他国
との強力な連携の下、
進めるべき研究が多く
ありますので、この施策
を大いに推進すべきと
思います。

2738

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27174
地域イノベー
ション創出研
究開発事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

特定の企業の儲けにつ
ながらないよう注意をす
べき。

リスクの高い研究開発
のためということは理解
できるが、リスクを覚悟
しない企業を助けるた
めの事業になってはな
らないと思う。本来国の
事業は公共のものであ
るため、営利目的のも
のに使うべきものでは
ないが、国を支える中
小企業のためであり、
大企業排除の事業であ
れば推進すべきであ
る。

2739

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24147

私立学校教
育研究装置
等施設整備
費補助

このまま
推進す
べき

私立大学は、建学の精
神に基づく多様な人材
育成や特色ある教育研
究の展開を担うなど、我
が国の高等教育の質・
量両面にわたる発展に
重要な役割を果たして
いる。 
私立大学のマネジメント
改革を伴った組織的な
教育研究の充実のため
の取組の定着を図り、
我が国の成長の土台と
なる教育研究基盤の強
化することが不可欠で
ある。 
このためには私学運営
費補助金が必須である
と考える。 

我が国の学術研究全体
のすそ野を広げ、学術
研究活動を促進するた
めには、大学生の約8
割を担う私立大学の学
術研究活動の基盤の整
備を図ることが重要で
ある。 
私立大学の組織的な教
育研究の充実のための
取組を進め、我が国の
成長の土台となる教育
研究基盤の強化するこ
とが重要である。このた
めには私学運営費補助
金が不可欠であると考
える。 

2740

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24130

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業 
（内、オミック
ス基盤研究）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

この事業における機能
性RNA研究の部分に、
基礎的なRNA機能に関
する研究を大幅に追加
する必要がある。

この事業における機能
性RNAの研究は配列解
析に偏っており、RNA研
究全般にわたるもので
はない。新しい機能性
RNAを見つけることは
重要であるが、そこから
先の研究の道筋が全く
見えないため。

2741
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27018
次世代照明
技術の基盤
技術開発

このまま
推進す
べき

CO2削減に向けてどん
どんと技術を推進すべ
きである。新産業が生
まれる事による雇用の
確保も期待出来る。

今後の世代に温暖化に
よる不安と被害を残す
べきではない。
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2742

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

私は泌尿器科臨床医で
あり、生殖細胞の研究
をしている者ですが、主
としてマウスを用いた実
験・研究を行なっていま
す。とくに動物実験は重
要であり、つくば理化学
研究所バイオリソース
センターで維持している
トランスジェニックマウ
スをお送りいただき利
用させていただいており
ます。研究の基盤を支
えるバイオリソース事業
のような設備と体性は
非常に重要であり、日
本の生命研究の発展に
欠かせないものです。こ
のような体性の推進は
科学技術立国である日
本の生命線であり、是
非今後もさらに推進して
欲しいと思います。

現在の研究には多額の
研究費が必要です。一
昔前の研究と、その点
が大きくことなります。
手作りの器具でこつこ
つと行なう研究では世
界レベルの研究はでき
ません。また、研究の材
料であるバイオリソース
が安価に速やかに入手
できることは、この国の
研究レベルの維持と増
進に必須です。その意
味で、科学研究費全般
の増額とバイオリソース
事業をはじめとした研
究支援体制の推進が、
国家経済的にも重要だ
と考えるからです。

2743

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27105
戦略的基盤
技術高度化
支援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

戦略的基盤技術高度化
支援事業のような、中
小企業のものづくりに役
立つ事業をより積極的
に実施してほしい。ま
た、より金額が少なくな
ってもよいので、零細企
業の応募・採択が増え
るようにしてほしい。

昨年実施されたものづく
りの補助金（中央会経
由で申請したもの）は好
評であったため。 
零細企業向けにしてほ
しい理由は、昨年の戦
略的基盤技術高度化支
援事業の採択課題は、
零細企業が少ないと感
じたため。

2744
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

現状よりもさらなる開発
スピードの加速が必
要。特に、有機EL照明
開発に注力すべき。

グリーンデバイスの観
点から重要であること
はいうまでもないが、日
本の優位性がある有機
EL照明の技術開発は
国益の点からも強力に
推進するべきである。有
機EL技術は日本に優位
性があったものの、ディ
スプレイ分野ではすで
に韓国の後塵を拝する
形となっており、人を含
めた技術資産が流出す
る状況となっている。有
機EL照明はこれからの
分野であり、今、手を打
てば日本の優位性を維
持、発展させることがで
きる状況にある。ディス
プレイの二の舞になら
ないよう強力に進める
べきである。

法人化後、施設整備に
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2745

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

リサーチマインドの高い
学生・院生を育むため
は、施設整備が不可欠
であるとともに、施設維
持のための補助経費と
して例えば総額の５％
を２年目から７年間給付
する措置の実現をお願
いしたい。

予算が傾注されても、
施設を維持する予算が
ないため運営費にしわ
寄せを来たし、結果的
に使い勝手が悪くなっ
て使用頻度が低下し陳
腐化するという悪循環
に陥る施設・設備が散
見されることから。

2746

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

異分野融合は時に
breakthroughを生みま
すが、形式的に融合だ
けしても意味がなく、融
合したことによって両方
にないものを生み出す
ことが期待できるか、ま
たは両方の分野でトッ
プに立てるような研究
者を育てることをしない
といけないように思いま
す。二兎を追うもの一兎
をも得ずということにな
らないよう、形式的に異
分野融合を図るよりも、
広い知識背景を持った
研究者を育てるという視
点を重視した系統的な
大学院教育の充実が重
要と思います。

博士課程を充実させ魅
力あるものにすること
は、日本の科学の将来
を担う若い世代を育て
る意味で重要な意味が
あると思います。

2747
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27018

次世代高効
率・高品質照
明の基盤技
術開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

2014年の最終ターゲッ
トとして、蛍光灯の代替
を狙って、発光効率
135lm/w、寿命10万時
間、と設定しています
が、非常に高い目標で
あり、達成のための技
術課題解決にはかなり
の時間が必要と思われ
ます。 
そのため、有機ＥＬ照明
特有の性能（眼に優し
い、自然光に近い、影
が出にくいなど）を活か
し、効率寿命を少し犠牲
にしてでも開発スケジュ
ールを前倒しすることが
望ましいと考えます。

アメリカ、ヨーロッパの
大手照明事業メーカー
は、有機ＥＬ照明を次世
代照明として位置づけ、
激しい開発競争を進め
ていると聞いています。
これまでの展示会や雑
誌などの発表を見ると、
それらは今回のNEDO
プロジェクトのターゲット
に比較して性能面では
落ちますが、市場に出
るタイミングは早いよう
に感じます。 
液晶や太陽電池の二の
舞となることを避け、日
本メーカーが世界市場
に先陣を切って進出し、
関連する事業インフラを
確固たるものにするた
め、上記の改善・見直し
が必要と考えます。

大学・

数年後の燃料電池自動
車実現に向けて課題と
なっている技術が絞ら
れつつある。そのうち特
にコストダウンと燃料電

地球環境問題に対応す
るために今後ますます
必要となる技術であり
世界的な開発競争の中
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2748

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

このまま
推進す
べき

池普及のために欠かせ
ないのが触媒技術開発
である。現在白金が触
媒機能で優れているが
コストが高く埋蔵量も少
ない。脱白金技術とりわ
けカーボンアロイ触媒
技術の開発は非常に重
要であり、強力に推進
すべきものと思います。

にある。日本は技術的
に先行していると思うが
実用化にはまだ開発を
推進すべき課題があ
る。これを推進する施策
により開発を加速して
世界に先駆けて技術を
確立しもって日本の産
業活性化に資すること
が肝要である。

2749
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷エレクトロニクスの
技術は、エレクトロニク
ス製品の製造を行なっ
ているが、半導体プロセ
スに代わる、または、併
用することができる技術
として期待している。日
本のエレクトロニクス製
品の競争力の強化のた
めにも、是非、推進して
いただきたい。

印刷技術の導入によ
り、低コスト・省資源・大
量のエレクトロニクス製
品を生産することが可
能になると考えている。
さらに、フレキシブルな
材料によるデバイスな
ど、これまでの半導体
製品以外のさまざまな
製品を展開することが
可能となるため、新たな
コンテンツやアプリケー
ションを日本から発進す
ることも可能となると考
えている。

2750

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

若手支援は絶対に必要
だが、絶対人数が少な
すぎ、選抜された人とそ
うでない人との格差が
大きすぎる。一人当たり
の支援額を減らして広く
分配した方が良い。 

支援を受けていた人
が、その後特に目立っ
た成果を出しているとは
限らない。同等かそれ
以上の能力を持ち、実
際後に活躍している若
手は他にもたくさんいる
が、その多くが選考から
漏れている。 
 
一方で、大学院生の質
の低下が見られる。まじ
めな学生を正当に評価
して拾い上げるために
も、広く分配してチャン
スを増やすべき。選抜
の境界線を引く場所が
間違っている。 
 
研究テーマは指導教官
に依存するので、成績
を考慮した方がいいか
もしれない。能力に疑問
のある学生でも、指導
教官で合否が決まるの
はおかしい。

 大学の研究成果を社
会に繋ぎ、効率が良好
な企業とタイアップし
て、世界のオンリーワン
製品を目指す事は、資

 日本は、現在、国民の
貯蓄、円高および国際
収支の黒字により、外
貨を稼げるが、今後は
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2751

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24184

大学当等産
学官連携自
立化促進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

源自給率が低い日本の
将来の道と思える。 
 この中で産業界と大
学の橋渡しをするコー
ディネータは重要な存
在となる。利益を追求す
る企業と教育、研究を
使命とする大学は其々
が立場、役割、考え方
が異なっている面があ
る。 
 この両者の考えを統
一、纏め、合意点を見
出すのがコーディネータ
であり、産学官運営の
鍵である。

高齢化が進行し貯金の
取り崩しが進む可能性
が高い。また、若年労
働者の減少により生産
性が減少する。 
 斯様な況下で、ものづ
くり製造業による外貨獲
得は日本国の生存にリ
ンクする。 
 このために、大学の研
究シーズを企業に植え
付け、その刈り取りか
ら、ものづくりに発展さ
せるコーディネータの業
務が重要になる。

2752

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

現在の大学における研
究費は，科研費がその
大部分を担っている．こ
れが減少すれば，大学
における研究はほとん
ど行うことが不可能にな
る．継続および資金の
増加を強く希望する．

地方大学では，年間の
研究費が非常に少な
く，個人の私財を研究に
使用している現状が多
く見られる．このままで
は研究自体が不可能に
なってしまうことを危惧
している．

2753
官公
庁

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

実用技術開発事業の出
来るだけの継続をお願
いしたいと思います。

都道府県の試験研究機
関は研究費の削減に直
面しており、 
現場の問題解決のため
には本事業は不可欠で
す。

2754

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業(社会技術
研究開発事
業を含む）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

ライフサイエンス分野に
おけるRNA研究を重視
したプロジェクト選定を
行う必要がある。

現在のライフサイエンス
分野におけるRNA研究
の重要性は国際的に認
知されており、他国では
その認識に基づいた研
究支援が活発である
が、我が国においては
この分野の研究が遅れ
ているために重点的に
支援する必要があるた
め。

2755
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27116

セルロース系
エタノール革
新的生産シ
ステム開発
事業

このまま
推進す
べき

小資源国である我国に
とっての重要な施策とし
て、予算規模を更に拡
大する等して、積極的
に推進することが国益
にかなっていると考えま
す。

我が国は、エネルギー
の大部分を輸入に頼っ
ており、将来的なエネル
ギー供給に対する不安
があります。石油に依
存しないエネルギー源
を確保することは、我国
の将来にとって極めて
重要な研究開発と考え
ます。一方、我が国で
はセルロースからエタノ
ールを製造する研究開
発は緒についたばかり
で、企業にとってリスク
の大きなものであり、国
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の支援は欠かせないも
のです。予算の拡充、
諸制度の見直しにによ
り、より一層の支援が必
要と考えます。

2756

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

若者が希望を持って研
究の道を選べるように
なるための事業だと思
う。

若い研究者が研究の分
野をより活発にすると思
うので、未来への投資
は惜しむべきでないと
思う。

2757

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

科学研究基盤の構築に
情報、系統とともに維持
拡充されており、世界に
誇るべき事業であり、存
続推進する必要があ
る。

マウス系統一つとって
みても、これほど充実し
た変異系統を維持し、
供給する機関は世界を
みてもなく、質的に世界
のどの機関も代替でき
るものではない。

2758

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

環境
省

29105
里地里山保
全活用行動
推進事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

極めて重要なことであ
り、強く推進することを
望むが、里地里山の保
全活用に限らず、対象
範囲を広げるべきであ
る。また、農林水産省な
ど他省との連携が非常
に重要である。

自然環境は全てが有機
的につながって初めて
機能するものである。そ
のため、二次林、人工
林、農地など里地里山
自然資源にのみ注目し
ていては無駄となること
が多いため、山から林、
丘、平野、河川湖沼、海
岸、海洋が一体となっ
たものとして捉えて施策
を考えるべきである。

2759

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIビームファクトリー
は、世界に冠たる高強
度高エネルギー不安定
核ビーム生成施設であ
るが、現在年間５ヶ月ほ
どしか運転予算が与え
られていない。その結
果、残念ながらその持
てる可能性のごく一部し
かまだ発揮できていな
い。この最先端施設を
有効に活用し、世界トッ
プレベルの研究成果を
続々と生産するために
は、さらにこの予算を増
やし、年間９ヶ月の運転
を目指すべきである。

世界の通常の加速器施
設は、年間９～１０ヶ月
間の運転をし、共同利
用実験・マシンスタディ・
新ビーム開発などに供
している。一方、理研で
はその半分ほどの運転
時間しか与えられてお
らず、このことが研究ペ
ースを半分どころではな
く、非常に大きく落とす
ことになっている。せっ
かく建設したこの世界
一の施設を有効に生か
すためには、充分な運
転資金が必要である。
さもなくば、いずれ世界
の他の施設に性能で抜
かれ、理研で上げられ
るはずであった研究成
果は全て持って行かれ
ることになりかねない。
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2760
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

このまま
推進す
べき

定置型燃料電池につい
てのNEDOからのサポ
ートを継続し、 
民間への普及を促進す
るべきである。

定置型燃料電池は、
CO2の削減において、
実証試験の中で、 
地道な、しかし確実な削
減効果を発揮している
分野である。 
クリーンエネルギーとし
てのイメージについて
は、 
太陽光発電等、自然エ
ネルギーに一歩及ばな
いが、一方で、 
安定供給性については
確たる定評が見えてき
ている。 
より環境インパクトの大
きなものを開発し、 
一般に広く普及させる
ためには、技術の継続
的な開発が 
不可欠であり、併せて、
実際の使用による事例
を深めて 
いくことが重要である。 
このためには、普及を
促進できる補助金を支
給し、 
未来への技術を育成す
ること、インフラを整える
ことが 
不可欠であると考える。

2761

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

現実に存在する安定な
原子核から遠く離れた、
不安定な原子核を研究
することは 
原子核を深く理解する
ことに非常に役立つ。そ
のためには、先端加速
器を用いた 
RIBF計画を是非とも推
進すべきである。これは
日本が世界の最先端の
研究に 
資するためにも本質的
であると思われる。

この加速器は世界でも
指折りの最高性能をも
ち、世界中の研究者か
ら 
待望されていたもので
ある。この計画を一層
推進することで、日本が
当分野で世界を確実に
リードできるものと期待
できる

2762

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

博士課程に進む優秀な
学生が、未来への道筋
を見つけやすくなる良い
機会になるのではない
かと思う。

未来への投資は惜しむ
べきではないから。

大学・ 日本をの今後の繁栄の

個人的には、すぐに産
業には結びつかなくて
も基礎研究が支援され
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2763

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

ためにも、世界に伍して
くためにも、またそれ以
上に科学の研究そのも
ののために、科学の研
究が国の支援のもと安
定また継続して行われ
ることをのぞみます。 

ることは研究の底を上
げ質をより高めることに
もつながると考えます。
ただ、透明性は守って
欲しい。また、研究がど
のような形で社会に還
元されているか、もっと
伝えてほしいとも思いま
す。

2764

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

日本の得意分野で世界
人類の役に立つ研究を
行う責任がある。

改善、見直しが必要で
ない訳ではないが、準
備だけでも2-3年は掛
かる 
研究ばかりなので、「こ
のまま推進すべき」を選
んだ。

2765

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

このまま
推進す
べき

自動車用や定置用とし
て利用される固体高分
子形燃料電池のコスト
低減と高性能化・高耐
久性化を達成し、実用
化推進と本格的な普及
を可能とする本施策「固
体高分子形燃電池実用
化推進技術開発」は、
積極的に推進し、低炭
素化社会の実現を世界
を先導して進めるべき
である。

本施策は資源・エネル
ギー・環境に係る社会
的最重要課題への回答
であり、日本の産業の
活性化をもたらす重要
な使命を持つと考える。
本施策は、グリーンイノ
ベーション関連の温室
効果ガス排出量緩和に
関係する重要なテーマ
である。本施策は燃料
電池自動車を実現する
だけでなく、日本の科
学・技術の発展と世界
における日本のプレゼ
ンス強化のためにも大
変重要なことである。燃
料電池研究開発が格段
に進め、燃料電池自動
車の普及・実用化に向
けて、世界を先導する
日本の立場を築き、力
強い日本国構築に貢献
することが大いに期待し
され、可及的すみやか
に実施されるべきであ
る。 

2766

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

優れた研究にその重要
度に応じて、研究費を
補助する仕組みとして、 
この科学研究費補助金
のこれまで果たしてきた
役割は非常に大きい。 
日本における科学研究
が世界的な役割を果た
すことができるように、 
この制度は是非とも続
けるべきである。

国立大学の法人化に伴
って、大学によっては研
究費が削られる状況も 
出てきている。そのよう
な中で世界に通用する
研究を続けるために
は、 
このような科学研究を
サポートする補助金の
果たす役割は非常に重
要 
である。
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2767

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者が研究そのもの
に最大限の力を注ぐた
め、最低限与えられる
べき事業であると思う。

基礎研究の積み重ねが
日本の科学技術の発展
を担うから、そのための
投資は惜しむべきでは
ない。

2768

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

このまま
推進す
べき

私立大学は、建学の精
神に基づく多様な人材
育成や特色ある教育研
究の展開を担うなど、我
が国の高等教育の質・
量両面にわたる発展に
重要な役割を果たして
いる。私立大学のマネ
ジメント改革を伴った組
織的な教育研究の充実
のための取組の定着を
図り、我が国の成長の
土台となる教育研究基
盤の強化することが不
可欠である。 
このためには私学運営
費補助金が必須である
と考える。 

我が国の学術研究全体
のすそ野を広げ、学術
研究活動を促進するた
めには、大学生の約8
割を担う私立大学の学
術研究活動の基盤の整
備を図ることが重要で
ある。私立大学の組織
的な教育研究の充実の
ための取組を進め、我
が国の成長の土台とな
る教育研究基盤の強化
することが重要である。
このためには私学運営
費補助金が不可欠であ
ると考える。 

2769
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

日本国内産業の空洞化
が指摘されている今
日、グローバリゼーショ
ンが益々進み、東南ア
ジアの安価な労働力に
対抗して日本が国際社
会で生き残って行く為に
は、高度な科学技術を
背景にした技術開発力
をベースに海外でのマ
ーケテイングを進めるし
かないと考えられる。

このような状況の中で
高度な科学技術を事業
展開する為の設備投資
や人的資源を確保する
ことは１企業のみの力
ではもはや限界に達し
ている。大学等で培った
高度な科学技術を地域
に密着した形態での人
的交流を活性化させて
イノベーションを連鎖的
に創出することを前提
に産官学が連携して高
度な技術を的確に市場
に提供する為の製品化
を推進する仕組みを作
りあげることがきわめて
重要と考えられる。

2770
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ

このまま
推進す
べき 網羅的ゲノム研究や大

規模化合物スクリーニ
ング等は、米国や中国
の研究費・国の方針・施
設規模から見て勝ち目
はありません。 

 
蛋白質研究は日本が優
位性を持つ分野であ
り、結晶化・X線構造解
析（S-8、XFEL）・生物合
成（醸造）・計測技術と
自動化技術（電子工
学、ナノテク）といった、
日本が得意とする高度
産業技術に支えられて
います。 
人の健康・医療面での
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アティブ ライフサイエンス分野で
は、日本はタンパク質
研究に重点注力すべき
です。

貢献（蛋白医薬）と知財
確保（国際収支）が明確
であり、又、山中教授の
iPS細胞開発成功によ
り、再生医療・細胞治療
が加速していることから
も、日本の科学技術の
総力をあげて推進すべ
きです。

2771

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

本プログラムの目指す
国際的な研究拠点の形
成と維持は、今後も継
続的に進めていくべき
だ。 
国際的な慣習やルール
に沿った運営を行える
ように、予算について
は、使途をしっかりとチ
ェックしつつも、大きな
裁量を与え、年度の壁
を感じなくて良いもので
あるべきだ。 

国際的な研究拠点の形
成は日本が海外から大
きく遅れをとっており、
現状では優秀な人材が
集まらないどころか、海
外へ流出してしまう。 
既存の数物連携宇宙研
究機構は、最近NHKな
どでも取り上げられてい
るように、基礎研究にお
いて野心的に取り組ん
でおり、専門家だけでな
く一般からも成果が期
待されている。 
これは、日本のルール
に縛られながらも「国際
化」に注力した結果であ
り、一層「国際化」を進
められるようなサポート
が必要だ。 

2772

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

光・量子科学研究の基
盤技術開発はこのまま
推進すべきである。日
本の産業界で鍵になる
デバイスなどの、社会
への影響が大きい物質
の構造解析、それに伴
う応用への実現には光
を用いた測定が適して
いる。そのため量子ビ
ームや光科学技術の発
展は日本の科学技術の
基盤をなすと考えられ
る。

光を利用した物質の構
造解析は、基礎科学の
分野では世界に先駆け
て日本がリードする分
野の一つであり、重要
な役割をになっている。
また産業界への影響も
大きく、デバイス開発の
基礎であるため重要で
ある。しかしながら、昨
今の科学情勢は日本が
先導するかたちではな
く、米国はもとより中
国、韓国、ヨーロッパ諸
国の技術発展が目覚ま
しい。日本の科学技術
の更なる飛躍を目指す
ために、光技術・量子ビ
ームを用いた新たな分
野の開拓は大変重要で
あると思われる。

大学・
公的
研究
機関 50～ 文部 大強度陽子 このまま

この研究施設は、世界
に先駆けて高エネルギ
ーでのハイペロンの研
究 
を中心に、原子核素粒

この加速器は世界最高
の性能をもち、この計画
を一層推進することで、
日本が当分野で世界を
確実にリードできる。ま
た、 
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2773

（独
法・公
設試
等）

59歳 科学
省

24177

加速器施設
（J-PARC）

推進す
べき

子の世界を明らかにす
るものであり、世界が 
待ち望んでいる先端研
究である。是非とも十分
なサポートをするべき 
であると思われる。

研究現場での国際協力
が進んでおり、多くの外
国人研究者が参加して 
いるので、大きな日本
の国際貢献が期待でき
る。

2774
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

ネットワークのトラフィッ
ク需要は急増している
が、既存のシステムの
拡大では電力消費量が
急増する。このため性
能を飛躍的に上げつ
つ、低消費電力化を行
うことが最大の課題。

ネットワーク機器の主要
LSIは日本の優位技術
であり、更に低消費電
力化を国や大学と企業
が共同で推進すること
は、国内だけでなく国際
的に日本の貢献が大き
いと考える。

2775
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24148
理科教育振
興費

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

概算要求での理振予算
を増額すべきである。 
「国家１００年の計は教
育にあり」「米百俵」の
精神にて積極投資すべ
き分野と考えます。 

長年に亘り、理数教育
はおろそかにされてき
ました。 
今回、指導要領が改訂
され、大幅に理数教育
の見直しが図られ、指
導の質・量とも改善が
図られたところです。 
国力「科学技術」を支え
る根幹は国民であり、
等しくなされる初等教育
であり、理科であること
は自明の理です。 
現状の一過性の予算や
予算規模では、いつま
でも計画的に整備がな
されません。 
学校現場や自治体にも
課題はありますが、ぜ
ひ更なる予算措置をお
願いいたします。 
他国ではどんどん新し
い教育や実践がなされ
ています。 
結果がでるのは未来で
すが、その未来への確
実な投資だと考えます。

2776

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

現状以上の予算は確保
すべき。

大学院博士課程の学生
にも学費を払わせるの
は日本くらいであり、優
秀な学生の研究からの
撤退および海外への流
出を招いている。 
研究者の質、しいては
日本の科学技術レベル
を落とさないためには、
院生の経済的支援が不
可欠である。 
現状でも経済支援は不
十分であると思われる
ので、推進すべき。

大学・
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2777

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

若い研究者が挑戦的な
気持ちを持って未来に
進むために、当然与え
られるべき事業であると
思う。

未来への投資は惜しむ
べきでないから。

2778

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24127
発生・再生科
学総合研究
事業

このまま
推進す
べき

本施策は十分有効に進
められており、引き続き
優先的に推進すべきと
考える。

発生・再生科学におけ
る世界をリードする研究
成果を次々に発信しつ
つ、再生医学への応用
を目指した研究も推進
している。さらに、一般
公開等の社会活動を通
じて一線級の研究者に
よる青少年の啓蒙、高
校理科教員に対する研
修を積極的に行ってい
る事は高く評価できる。
是非とも継続していただ
きたい。

2779
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

このまま推進してほしい

ノーベル賞を受賞した
実験なので、このまま推
進してもらえればと思っ
ています。

2780

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究に対するボト
ムアップ形式の唯一の
研究支援であり、さらな
る推進をはかることが
望まれる。

真に創造的な研究は、
研究者の自由な発想か
ら生まれる。科学研究
費補助金による支援な
くしては、そのような研
究が我が国から生まれ
ることは大変困難にな
る。事実、我が国を代表
する研究の殆どは、こ
の科学研究費補助金に
より支援がなされてい
る。知的創造力を国力
の基本とする我が国に
とって、もっとも重視さ
れるべき制度である。

2781

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学の施設は、我
が国の未来を担う人材
を育む場、イノベーショ
ンの創造に繋がる独創
的・先駆的な学術研究
を推進する場であるとと
もに、国民の福祉の向
上に貢献する医療人の
養成、臨床医学研究及
び 
医療技術水準の向上と
質の高い医療の提供を
担う大学附属病院も含
まれており、計画的に

人材養成や独創的・先
駆的な学術研究を推進
し、かつ、高度先端医療
等を提供するために
は、安全性・機能性に
問題のある既存建物の
改善、高度化・機能強
化に対応するための新
たなスペースの確保 
が必要である。とりわ
け、地域医療の最後の
砦となる大学附属病院
の 
再生は、高度先端医療
等の提供になり、国民

51



整備することが必要か
つ重要である。

にとって有益なことと考
える。

2782

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

研究者、ポスドクに対す
る経済的社会的な支援
を諸外国並の水準には
設定すべき。

定職にもつきづらく産休
もとりづらいようなシス
テムにより、多くの優秀
な人材が研究職をあき
らめている現状がある
と考えるため。

2783

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24142

大学院教育
改革推進事
業のうち、組
織的な大学
院教育改革
推進プログラ
ム

このまま
推進す
べき

国立大学への運営費交
付金ならびに私立大学
への私学助成金の総額
を十分に増額しない限
り、このような教育に関
する競争的資金は必要
と考える。しかしなが
ら、高等教育の質の保
証を目指すのであれ
ば、これまでの「ＧＰ」的
な競争的教育予算の効
果には限界があること
を認め、大学の基盤的
経費である国立大学へ
の運営費交付金ならび
に私立大学への私学助
成金に集中的に予算が
投入されるべきである。

本当に必要とされてい
るのは国公私立を問わ
ない大学への基盤的な
運営資金の投入であ
り、それなくしては高等
教育の質の保証は不可
能である。したがって、
高等教育に関する項目
の中で最も優先的に予
算が配分されるべきな
のは、大学の基盤的経
費である国立大学への
運営費交付金ならびに
私立大学への私学助成
金であり、これらの総額
がＯＥＣＤ平均以上のレ
ベルまで達成されれ
ば、多くの施策の優先
順位はおのずと決まる
はずである

2784

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24117
重粒子線を
用いたがん
治療研究

このまま
推進す
べき

重粒子線癌治療は、他
の方法では治療できな
いような難しい癌の治
療を可能にしたり、人体
の他の部位に対するダ
メージをごくわずかに抑
え、非常に短期間で回
復できる癌治療を可能
にするなど、他の方法
にはない画期的な癌治
療法であることは、もは
や疑いの余地が無く実
証されている。したがっ
て、これからの日本の
高齢化社会を少しでも
よりよいものにするため
にも、この癌治療法のさ
らなる開発・進展を推し
進めるべきである。

重粒子線癌治療はハー
ドウェアや治療の原理
としては、物理学にその
基礎を置くものであり、
その基礎研究を重ねる
ことによりさらなる方法
の改善が可能である。
また、ハードウェアその
ものも、新しい分野だけ
に、改善・改良の余地
は多くある。それらの高
度化と、治療装置の普
及化を通じて、重粒子
癌治療は夢の癌治療法
として、未来の癌治療
の大きな一翼を担える
はずであるから。

先日のクローズアップ
現代（ＮＨＫ）で東大ｉｐｍ
ｕの研究活動がいかに 
成果をあげているか。
注目されているか。そし
てこれからの世界中の
研究者に強い動きを与

特にipmuには、若いＤ
ｒ．が世界中から訪れて
います。 
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2785
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

えるか。が紹介されてい
ました。すべてがｉｐｍｕ
に託されているといって
も過言ではありません。 
今日の結果ではなく決
して遠くない未来の研
究に目をむけるべきで
あり、そのためにこのま
ま推進すべきと強く考え
ます。

期待度も高まります。ま
ず研究のための予算が
十分に行き渡らないこと
には、アメリカ、イタリ
ア、他の国からの研究
の競合からは、脱落し
てしまいます。

2786

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

重要な施策であり、強
力に推進すべきである
が、基礎研究分野によ
り一層の重点配分を求
める。

現在の日本は国立大
学、研究所が独法化さ
れたため、短期間で目
に見える成果が求めら
れるようになり、直接何
らかの利益の得られる
ような研究が優先的に
進められるようになって
きている。 
最も基礎的な研究は全
ての応用研究の土台と
なるものであり、重要で
あるが、近年ではこのよ
うな基礎研究が行いに
くい状況である。直接の
利益につながらない基
礎研究こそ、国が積極
的に関わるべきもので
あるため、科学研究費
補助金は基礎研究へ更
なる重点配分をしてい
ただきたい。

2787

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費の充実は最
も優先すべき国家施策
である。

現在多くの先進国で
は、経済的不況にもか
かわらず研究費は増加
傾向にある。資源が乏
しく、科学技術立国を標
榜する日本は、世界的
な科学・技術競争でトッ
プであり続けなれば先
進国としての地位を保
つことはできない。すで
に中国や韓国の科学技
術レベルは、日本と同
レベルに達し、国策によ
って研究費の充実や若
手研究者育成を行って
いることから、そうした
国家的施策が極めて不
十分な日本はアジアで
の地位も危うくなりつつ
ある。こうした背景から
科学研究費の充実は最
も重要な施策の１つで
ある。

Fuel cells are a viable 
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2788

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

このまま
推進す
べき

This project is very 
important and should be 
continue.

alternative for clean 
energy generation. A 
variety of fuel cells for 
different applications 
are under development. 
Proton exchange 
membrane fuel cells 
possess a series of 
advantageous features 
that make them leading 
candidates, gaining 
popularity and 
commercial 
acceptability, as energy 
conversion devices, 
since they can produce 
power at much higher 
efficiencies with near 
zero emission. Hence, 
they are being 
considered as serious 
contenders for 
automotive power, back 
up power and for 
decentralized 
distributed power 
generation.  
Fuel cell is very 
important topic in the 
field of energy which is 
one of the need of 
mankind. To carry out 
this work NEDO project 
is very important.

2789
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本予算は削減すべきで
はない。

日本は資源が少なく科
学技術創造は非常に重
要。だが理科教育にか
けるお金は非常に少な
く、理科教員が少ない
予算で苦労されている
様子はよく報道されて
いる。新学習指導要領
で授業数が増えたにも
かかわらず本予算が削
減されるのはおかしい。

2790

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人は我が国
の人材育成の中心とな
っており、その施設等の
整備は何にも増してに
推進されるべきと考え
る。 

国立大学法人における
十分な施設、最新の設
備が人材の育成、研究
の遂行に必須であるこ
とは論を待たない。人
材育成の要である国立
大学法人等の施設の整
備拡充は必須のことと
思う。

次世代の学術・科学を
推進する人材を継続的
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2791

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

に育成することは、国力
の維持のために必須で
ある。これまでGCOEプ
ログラムはこのような人
材育成に大きな役割を
果たしてきた。今後も
RA経費的な措置は継
続することが望ましい。
また、融合的かつ国際
的な人材育成等の観点
からも、既存のカリキュ
ラムには無いプログラ
ムが必要である。

我が国の経済状態や大
学院博士課程進学が減
少しつつある状況を鑑
みると、大学院生に給
与を支給しなければ、
高等教育人材の育成に
支障を来す。

2792

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金が研
究における基盤的役割
を果たしており，これを
拡充することが今後の
日本の学問研究のみな
らず，成果の社会への
還元により国民生活の
向上や持続的な経済の
発展に貢献することは
明白である．特に基盤
的研究である基盤研究
（C）や若手研究者への
補助，さらには萌芽的
な研究への補助を拡充
することが望ましい．

現在，国立大学法人等
における運営費交付金
は年々減らされており，
今後も増える可能性は
低い．そのため，大学
等における研究費は不
足しており，科学研究費
補助金の必要性は増大
している．そのような状
況で，科学研究費を減
らすことは，日本の国力
自体を弱めることであ
る．我が国の世界にお
ける位置が弱くなりつつ
ある現状で，科学研究
費の補助金の拡充はぜ
ひとも必要なものであ
る．

2793

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27022

重質油高度
対応処理技
術開発委託
費

このまま
推進す
べき

重質油処理プロセスに
おける反応装置の効率
化や性能向上を目指す
際の障害は、重質油成
分の分子量が高く、構
造が複雑かつ多岐にわ
たることであって、この
ため、反応の詳細を把
握することが非常に困
難である。これまでは平
均構造の推定や経験的
な手法により対応してき
た部分が多かった。分
子構造の詳細構造解析
結果をもとに、反応挙動
をシミュレーションする
ような技術開発は画期
的であり、積極的に推
進すべきである。

エネルギー資源として
の石油を効率的かつ有
効に利用することは重
要であり、中でも重質油
の分解能力の向上は最
も重要な技術開発テー
マである。そのために
は、分解等の反応プロ
セスについて、今までに
ないレベルで高度化を
図る必要がある。この
施策にあるようなアプロ
ーチ（いわゆるペトロリ
オミクス技術開発）は、
これまでにないレベル
で効率的に反応装置の
性能向上や効率化に向
けた設計指針を提供で
きることが期待できる。
重質油の徹底的な有効
利用はグリーンイノベー
ションの観点からも大変
重要な意義がある。

大学・
公的

患者の負担を大幅に軽
減する新しい治療方法
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2794

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24117
重粒子線を
用いたがん
治療研究

このまま
推進す
べき

発展途上でこれから需
要が増えていくと予想さ
れる分野。このまま推
進すべきです。 

だが、まだまだ発展途
上。日本ではまだ少な
いが、アメリカでは一つ
の分野として確率され
ている医療物理士の育
成にも役に立っている。

2795

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバルＣＯ
Ｅプログラム

このまま
推進す
べき

グローバルＣＯＥは、当
初平成１９年度から５か
年度にわたって公募さ
れる計画であったが、
昨年の事業仕分けを経
て、２２年度以降の公募
ができなくなり、また、す
でに採択された拠点に
も、間接経費が配分さ
れなくなった。これは、
将来研究者を目指そう
とする若者に負のメッセ
ージを与えることとなっ
た。２３年度予算が再び
減るようなことにでもな
れば、日本の大学院教
育は回復できない打撃
を受ける。

日本の大学院（博士後
期）の学生は、欧米先
進国に比べると、学費
や生活費などの面で不
利な立場に置かれてき
た。それを少しでも改善
し、かつ国際的な教育
研究活動を支援するた
めにつくられたのがＧＣ
ＯＥであり、その恩恵を
受け優秀な若手研究者
が育っている。経済成
長の源泉は大学の基礎
研究にあるが、それに
携わる研究者になろうと
する若者が少なくなれ
ば、長期的に見て国の
税収は減少し、悪循環
に陥るに違いない。

2796

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

東京大学数物連携宇宙
研究機構（IPMU）で特
任准教授を勤めており
ます。IPMUは発足して
僅か3年ですが、急成長
を遂げて現在では目に
見える拠点として確実
に世界から認められつ
つあります。既に多くの
外国人研究者がIPMU
で研究をしていますし、
今後も更に外国人研究
者の数が増えていくと
考えられます。ここで予
算削減となると研究者
の日本に対する信用が
失墜します。よって、
IPMUを含む世界トップ
レベル研究拠点は今後
も推進していくべきであ
ると考えます。

IPMUは今年1月に新し
い研究所も完成し、多く
の外国人研究者がこの
研究所を訪ねてきてい
ます。しかし、昨年度の
事業仕分けにおける厳
しい議論により多くの外
国人研究者が日本で研
究することに対する不
安を感じていることは確
かです。昨年度のように
予算削減ということにな
ると、せっかく来てくださ
った外国人研究者の方
たちの信用も失ってしま
いますし、二度と日本に
来てはくれなくなるでし
ょう。その様な事態にな
らないよう、世界トップレ
ベル研究拠点に関する
予算は最優先で確保し
て頂くよう切にお願い申
し上げます。

大学・

 バイオリソース整備は
基礎研究のみならず応
用研究のインフラ整備
そのものであり、競争的
資金はインフラの上に
展開する研究を賄うべ
きものである. 各リソー
ス事業は、リソース分譲

 科学技術立国を謳う
のであれば、道路整備
や治水同様、科学技術
のインフラ整備も国が
先頭に立って行うべきも
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2797

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト 

このまま
推進す
べき

時に課金することで一
定程度の収益を上げる
べく努力しているが、収
入増のために受益者負
担を強調するとかえっ
て分譲依頼が減少する
虞がある。現在のリソー
スはまだ整備途上であ
り、費用対効果を求め
る余り、金の卵を産む
鵞鳥の雛の腹を割くよう
な行為は厳に慎むべき
である。

のと考える。既にそれぞ
れのバイオリソースに
は海外から分譲依頼が
多数来ており、万一こ
れらのリソースが維持
不可能な事態に陥る
と、生物学研究への国
際的な貢献という点か
らも日本の信用失墜は
免れない. 

2798
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

このまま
推進す
べき

学校教育における実験
観察の更なる充実のた
めに実施すべきと考え
ます。

先般、大学の先生と話
していると、大学にて高
等学校の基礎的な実験
を行っているそうです。 
また、立派な学校の学
生でも虫の絵が書けな
いようなこともあるそう
です。 
学校における実験観察
の機会は、自然や命を
慈しみ、豊かな心を育
むと同時に、論理的な
思考を育てる場です。 
現場では、分かってい
るが時間がなく実践す
ることができないなど数
多くの実験観察の機会
や新しい教育法の取組
みの機会が奪われてい
ます。 
先生方の技量不足を補
うということでなく、地域
や社会がより密接に科
学教育に関わることで、
未来の国力に繋がると
考えています。

2799
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

このまま
推進す
べき

学校教育における実験
観察の更なる充実のた
めに実施すべきと考え
ます。

先般、大学の先生と話
していると、大学にて高
等学校の基礎的な実験
を行っているそうです。 
また、立派な学校の学
生でも虫の絵が書けな
いようなこともあるそう
です。 
学校における実験観察
の機会は、自然や命を
慈しみ、豊かな心を育
むと同時に、論理的な
思考を育てる場です。 
現場では、分かってい
るが時間がなく実践す
ることができないなど数
多くの実験観察の機会
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や新しい教育法の取組
みの機会が奪われてい
ます。 
先生方の技量不足を補
うということでなく、地域
や社会がより密接に科
学教育に関わることで、
未来の国力に繋がると
考えています。

2800

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27107

低炭素社会
を実現する
新材料パワ
ー半導体プ
ロジェクト

このまま
推進す
べき

日本が今後海外に、鉄
道、電力網技術などの
環境・エネルギー技術
をセールスしていく際
に、他国を差別化する
重要技術と考えます。
前向きな研究開発投資
を期待します。「研究の
ための研究」にならぬよ
う中期的な継続性と長
期的な事業終了後の産
業展開を図ることが必
要です。 

電気自動車などの次世
代自動車へSiCパワー
半導体がキーコンポー
ネントとして期待されて
いますが、エコポイント
やエコ減税などといった
導入補助金の補助政策
との連立でさらなる普及
がなされ、低炭素社会
の実現に大きく寄与さ
れると考えます。
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